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１．開  会 

２．基調講演１      室田 泰弘  湘南エコノメトリクス取締役社長 

３．基調講演２      宮川 努   学習院大学教授                                     

４．パネルディスカッション 

    （パネリスト）  西村 清彦  東京大学教授 

水野 和夫  三菱証券チーフエコノミスト 

宮川 努   学習院大学教授 

室田 泰弘  湘南エコノメトリクス取締役社長 

（モデレータ）  須田 和博  経済社会総合研究所総括政策研究官 

５．フリーディスカッション 

６．閉  会 

 本議事録は、フォーラム事務局の責任において作成したものであり、ありうべき誤りはフォ

ーラム出席者に属するものではない。 

 

 

【司会】 それでは、時間になりましたので、第１１回ＥＳＲＩ－経済政策フォーラムを開催

させていただきます。 

 その前に２点お伝えすることがございます。１つは、本日出席されるパネリストの東京大学

教授の西村清彦先生ですが、大学全体にかかわる重要な会議が急遽開催されることになりまし

て、少し遅れて来られるということでございますので、どうぞご了承いただきますようお願い

申し上げます。 

 もう１つは、きょうはプロジェクターを使ったプレゼンテーションでございますので、後ろ

の方だとちょっと見にくいかと思いますので、なるべく前の方に詰めていただければありがた

いと存じますので、よろしくお願いいたします。 
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 では、開催に当たりまして、経済社会総合研究所の浜田所長から一言ごあいさつをさせてい

ただきます。 

【浜田】 経済社会総合研究所長の浜田でございます。 

 本日はお忙しいところお集まりいただきましてありがとうございました。それにもまして、

尊敬いたします４人の先生方のうち３人の方がみえておりますが、本日、貴重な時間を割いて

いただきましてどうもありがとうございます。 

 この会議は須田総括政策研究官に司会をしていただきますので、本来ならば私が出てきてこ

こでごあいさつを申し上げる必要はないわけですが、実は私は２年間の内閣府の任期を終えま

して、アメリカのエール大学に帰国することになりました。その間もう既に１１回このＥＳＲ

Ｉフォーラムがありまして、そういう場に参加してくださいまして、講師となって、あるいは

フロアからいろいろな形で議論をしていただきました皆様に心からお礼を申し上げたいと思い

ます。どうもありがとうございます。（拍手） 

【須田】 私は経済社会総合研究所の須田でございます。 

 本日の進め方等につきまして簡単にご説明させていただきたいと思います。 

 本日のテーマは、「ＩＴは日本経済を強くできるか」でございます。本日のテーマに関しま

しての具体的な論点は４つの項目が挙がっております。 

 まず第１ですが、アメリカの経験から何を学ぶかということでございまして、ＩＴが経済を

強くした例ということになりますと、すぐにアメリカということが思い浮かぶわけでございま

す。ご承知のようなニューエコノミーという言葉が非常に流布していた時期もありますが、そ

ういう過程の中で、アメリカ経済がインフレないし経済成長と労働生産性の飛躍、向上とか、

あるいは、一時は景気循環が消滅した。しかし、２０００年９月のナスダックのピーク以降の

株価下落等の中で、ネットバブルの崩壊とか、さらにはＩＴ不況とか、非常にネガティブな評

価の方がふえてきているところでございます。そういう中でＩＴ革命は幻想だったということ

を言う人まで出てきているわけですが、しかし、本当にＩＴ革命は幻想だったのであろうかと、

むしろこういったアメリカ経済は大きな波の変動の中で、最も強くたくましくなってきている

のではないかというようなことから、そういうアメリカから日本として学ぶべきことがあると

すればそれは何だろうかというのが第１の論点でございます。 

 この論点を具体的にしましたものが（２）以下でございますが、まず（２）は、「ＩＴは生

産性、競争力を高めるのか」ということでございます。先般の『ＴＩＭＥ』では、日本の労働

生産性は非常に低くなっているということで、かなり厳しい記事が出ておりましたが、アメリ
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カの６割強程度の労働生産性しかないというような記事がありましたけれども、そういった問

題はＩＴとの関係でどうなのか。特にサービス部門の低い生産性について言及がありましたけ

れども、こういった問題についてはどうなのかというようなところが（２）の論点になります。 

 （３）の論点でございますが、そうした生産性、競争力というような供給側の問題ではなく、

今の日本経済を見ますと需要側の問題というのが非常に重視されてきておりますけれども、こ

のような不況が続く中、ＩＴは需要、雇用を創出するのかというのが３番目の論点でございま

す。 

 最後の（４）は、ＩＴに関しての政府の役割は何かということで、こうした４つの論点を本

日の討論でご議論いたしたいと思っているところでございます。 

 それでは、最初の基調講演ということで、室田先生、どうぞよろしくお願いいたします。 

【室田】 座って失礼させていただきます。 

 時間がございませんので、なるべく手短にご報告申し上げたいと思います。後でご質問等が

あればお答えしたいと思います。 

 本日は５点ございます。１点目はＩＴ革命の推移、２点目はＩＴ革命の経済構造への影響、

３番目がＩＴ革命とアメリカ経済、４番目がＩＴ革命と日本経済はどうなるのかということ、

５番目はエコノメイトによる試算、先ほどの論点で言いますと３点目ということです。雇用等

にどういう影響があるかということを計算した結果をお見せしたいと思います。ただし、時間

がございませんので、１に関しては簡単に説明いたします。後で議論になるときにはそこに戻

りたいと思います。 

 「ＩＴ革命の推移」ということですけれども、５０年代～６０年代に技術の目が生まれ始め

まして、第１段階が、大体９０年代半ばに始まったパソコンとインターネットの融合によるデ

ジタル財の大衆化と言っております。第２段階が、現在始まりかけておりますが、それを「ブ

ロードバンド化」という言葉で言っております。いわゆる光ファイバーとＰ２Ｐという形で、

社会構造が変わっていく。ですから非常に極端な話で言うと、工業化社会からＩＴ社会へ変わ

る、これは恐らく２１世紀初頭に実現するだろうと考えております。ですから、現在は両者の

第１段階と第２段階の端境期です。ＩＴバブルの崩壊、それから、パソコンなどの飽和がその

特徴です。 

 それで、「ＩＴ革命の構造」というのがございます。ページで言いますと１４ページ目のと

ころです。要するに、実は２つの技術的な法則がありまして、もう皆さんはよくご存知だと思

いますけれども、ムーアの法則というのとメトカーフの法則でございます。この２つがドライ
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バーとして働いて、ＩＴ革命を進めています。ムーアの法則からパソコンの高性能化、デジタ

ル財の増殖、これはメトカーフの法則からもきているわけでありますけれども、それが、もう

１つの小さな世界、スモールワールドというものを開く。それに対してインターネットの実現

だとか先ほど申し上げた光ファイバー、Ｐ２Ｐということが影響して、そして、真ん中のとこ

ろでございますが、ＩＴ革命に行って、それがＩＴ社会を開くという構造で考えております。

議論があればまた後で議論をしたいと思っております。これが私の考えるＩＴ革命ということ

になります。 

 次に、「ＩＴ革命の経済構造への影響」でありますけれども、まず第１に、ＩＴ革命は大革

新、英語で言いますと macro invention と言います。これはいろいろな言葉がありまして、dr

astic invention だとか general purpose technology ／ＧＰＴとか言っております。これは

要するに micro invention と対比させているわけでありまして、micro invention というのは

いわゆる経済学屋さんの言う内生的技術進歩に当たります。ですから、どこが違うかというと、

非常に非連続で急激に生じて社会構造を変える。これは、社会に定着するまでに非常に時間が

かかります。これから生産性パラドックスの問題が出ております。 

 ２番目は「ＩＴ革命は市場構造を変える」という面でありまして、効率化メカニズムが従来

の我々の感覚では収穫逓増＋パレート最適ということで考えるわけでありますけれども、実は

ＩＴ革命のもとでは収穫逓増＋カジノテーブル－－これは B.Arthur の言葉でありますけれども、

こういう形で効率化メカニズムが働くということになる。結局、一人勝ちが生じる。しかもそ

の一人勝ちは数年で王座を追われるということになります。例えば表計算ソフトで考えると、

ビジカルクというのが７０年代にありまして、それがロータス１２３の世界になって、ＭＳエ

クセルの世界になって、現在はスター・スーツに変わりつつあります。大体５～７、８年で王

座が変わっていくということになります。ですから、それが逆に言うとＩＴ企業の特性という

ものを決めていくということになります。 

 次にアメリカに入ります。「アメリカの生産性動向」でありますけれども、有名な８７年の

ソローの生産性パラドックスの発言から始まりまして、その後、９５年を境に生産性ジャンプ

がほぼ認められました。しかも、昨年、２００１年、つまり不況にあったアメリカのデータを

入れても、そうなります。これは Oliner & Sichel の計測で、細かい数字はお配りした資料の

１６ページ目の右側のところをごらんになればわかります。要するに、生産性はやはりジャン

プしております。例えば９０年代前半では １．５％だったのが ２．４％で、そのうちＩＴ資

本分が非常に大きいということが出てまいっております。ですから、不況になったら生産性上
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昇は潰れるのではないかという話があったわけですが、実は不況になっても結論は変わらない

ということで、どうも生産性ジャンプというものは構造的なものであったのだろうということ

がほぼ一般的な認識になっております。ただし、こういうグロース・アカウンティング方式に

よる計測に関しては実は基本的な疑問が出てまいりまして、それは Investment-specific tech

nology growth の問題と言っております。要はどういうことかというと、グロース・アカウン

ティングは資本とか労働とか所得を与えて技術進歩を求めるわけですけれども、急激な投資が

急速な品質向上を伴った場合には実はフロンティアのカーブが変わってくるので、それを入れ

ないと実はこの計測はやや問題があるのではないかということです。現在、計測のあり方が今

変わりつつあります。 

 今後でありますけれども、「アメリカの生産性の今後」をごらんください。これは何人かの

人が計測しておりますけれども、ほぼ結論は同じでありまして、生産性の上昇はまだほぼ１０

年はまだ続くと言っております。例えば Oliner & Sichel は、細かい数字は例によって１７ペ

ージ目の右側をごらんください、持続可能な生産性の上昇率は年率２～２．８％と見ておりま

す。ジョルゲンセン・ホ・スティローの計測では １．３～２．９％で、これは若干違いますけ

れども、いろいろな定義とかその他の違いがあるからです。いずれにせよ両者の結論というの

は、まだあと１０年は続くということです。 

 その根拠でありますけれども、それは２つあって、１つは、先ほど申し上げたように大革新

でありますから、各産業すべてに最先端技術が普及したわけではない、いわゆるテクノロジ

ー・ギャップの問題がありまして、それを埋めるにはまだ時間がかかる。これを割ときれいに

計測したのが Cummings＆Violante という人たちでありますけれども、これで見るとまだまだ普

及度合いはアメリカでも今後は進むであろうというのが１点目です。２点目は、先ほどの「Ｉ

Ｔ革命の技術構造」でお見せしたドライビング・フォースですね、要するに、ムーアの法則と

メトカーフの法則が依然としてまだあと１０年から十数年は続くというのが、技術屋のほぼ一

致した意見ですので、要するにこのドライビング・フォースは変わらない。以上から、今後１

０年程度はまだこういったＩＴ革命の生産性上昇は続くだろうということが現状での結論にな

っております。 

 ただし、これは景気循環を弱めるかということとは多分逆でありまして、例えば右側の図は

ＷＴＯの図でありますけれども、がたんと落ちている上の線はアメリカの資本財輸入です。Ｗ

ＴＯがこの間出しました世界貿易実績は、ついに８２年以来初めて世界貿易が本当に純減少し

たわけです。その減少の原因はアメリカのＩＴ失速と言われておりまして、要するに情報が非
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常に早く伝わるわけでありますから、経済循環というものは逆に言うと厳しくなる。ですから、

ＩＴバブルという話が出るのも、循環的なことから考えればそうおかしくないわけであります。

けれども、非常に変動が大きくなる可能性があるということです。 

 もう１点は、先ほどの生産性上昇が需要の減少局面では非常にマイナスに効いている可能性

がある。例えば、サマーズとデロングの論文は非常に有名です。その Delong は、生産性能力が

上がってしまったものだから過剰能力が発生して、これが大体２００１年度でアメリカの需要

が２％ぐらい拡大したのに対して、潜在ＧＤＰは７％ぐらい上がったのではないかと、という

ことはデフレが強くなっているのではないかということを議論しております。ですから、景気

循環要因としては逆に非常に上がったり下がったりが、どうも大きくなる可能性があるという

ことであります。 

 だんだん日本に話題を転じて行きます。１つの疑問としては、なぜアメリカは、割とＩＴが

うまくいって、また今後もうまくいくだろうが、それに対して日本というのはどうか。たとえ

ば、アメリカのＩＴ御三家、スリー・ゴリラとか言われております。マイクロソフトとインテ

ルとシスコのことです。これらの会社は、創立２０年ぐらいで、既に売上高が日本円に直しま

すと ２．５～３兆円、しかも純益が非常に高いということになっております。日本と比較する

と申しわけないけれども、例えば日本の製鉄会社である新日鉄の売上げをはるかに凌駕してい

るわけですね。それはわずか２０年で起こったことです。ですから、逆に言うと、新興企業が

あっという間に数十年で、アメリカの場合には、非常に有力企業になったということ。しかも、

それは純益が非常に高いということをご理解いただきたいと思います。 

 そういった企業の特色は、今申し上げたように、創立年度は非常に浅いが、急成長してその

利益率は非常に高い。なぜかというと、こうした会社が新しい市場構造に対応した戦略をうま

くとったからです。逆に言うと、こうした企業が育たないとＩＴ革命の成果を生かせないので

はない。これが日本の問題ではないかと思います。しかも、こういった企業は、要するに、利

益のほとんどを全部Ｒ＆Ｄとマーケティングに放り込んで、業界標準を勝ち取っているわけで

す。逆に言うと利益の上がらない、たとえば日本企業は、こういったことができないというこ

となるわけであります。 

 ここでちょっと日本とアメリカの比較に入りたいと思います。これは皆さんよくご存知です

けれども、企業の時価総額です。細かい字で読みにくいかもしれませんけれども、これもお手

元の２１ページ目の表をごらんください。ちょっと２１ページの表は色がついていないのでわ

からないのですが、これは上位２０社の時価総額を、ことしの４月時点で比較したものです。
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アメリカの場合、この黄色で塗ったところがＩＴ企業です。時価総額上位２０のうち５つがＩ

Ｔ企業です。マイクロソフトが２位に入っております、ＩＴバブルのはじけた後でも、インテ

ルが７位、ＩＢＭが１０位、シスコが１４位です。要するにスリー・ゴリラが全部１４位まで

に入っているわけです。それから、ＡＯＬタイムワーナー、これは今若干問題がありますけれ

ども、これが１６位ということになっております。 

 これに対して日本の上位は、１位がドコモです。あとは、非常に広くとってもＩＴ関連企業

と言えるのは４位のソニーと１７位の任天堂と２０位のロームぐらいです。ですから、先ほど

申し上げたような創立の浅い企業が急激に伸びて、アメリカではリーダーになっているが、日

本ではそうではない。日本はまだ自動車や家電などの過去のリーディング・インダストリー、

これは当然過去においては非常に優秀なリーディング・インダストリーだったわけですけれど

も、これが依然として上位を占めて、新興企業はちょっと極端に言うとないという状況です。

ですから、非常に単純に言うと、日本では適切な産業交代が行われていないということが大き

な問題だろうと思います。時間の関係で省略しますけれども、ドコモが１位というのは非常に

我々から見ると問題です。世界への進出という点から見ると、残念ながら今のところは、やや

失敗を続けているようです。 

 では、なぜ産業交代がうまくいかないかということですけれども、ＨＢＳにいる Jensen とい

う教授が金融学会の会長就任講演で非常におもしろいペーパーを出しております。彼はなぜ産

業交代がうまく行かないかを論理的に分析しています。まず第１に、技術の激変期には、衰退

産業における過剰能力が急激に発生する。いろいろな産業のことをお考えになればおわかりに

なると思いますが、したがってこうした産業に居る企業のダウンサイズ化と退出が必要になっ

てくる。こういったときには、金融市場が非常に大きな役割を果たします。つまり金融市場が

まずワーニングを出すということですね。製品市場でも、同様な変化が起きるが、売れなくな

ったというときでは、企業退出には遅すぎると言っています。こうした産業退出は、企業内で

対応できるかというと、通常はできない。ですから、金融市場が非常にうまく働いていると、

それがまずワーニングを出してそういった企業の体質改善を促すということが起こる。そうい

った金融市場の動きがないと、衰退企業はキャッシュフローがなくなるまで縮小も退出も行わ

ない。その結果マクロ経済にも悪影響を与えるというのが彼の論点であります。いろいろなご

議論があると思いますけれども、私は、これは日本の現状を非常に言いあらわしているのでは

ないかと思います。こういうことをやっているので、なかなか日本ではＩＴがうまくいかなく

なったのではないかという感じを持っております。 
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 ですから、ＩＴというのは、先ほどから申し上げているように、大革新、macro invention 

であります。そうすると、後知恵で私がこんなことを言うのは生意気ですけれども、どうも日

本の大企業というのはそういうことを読みきれなかった。つまり先端分野に率先して飛び込み

世界標準を取りきれなかったと言えるのではないかと思います。また日本では、金融市場をあ

る意味で規制したために、退出すべき産業の縮小に失敗したと、また、大革新にふさわしい新

興ＩＴ企業が育たなかったと。こうしたことが、現在の日本の問題ではないかと思います。 

 こういう場合、大革新の促進には、役所がなかなかうまく働かないというのが実際でありま

す。これは後で必要があればまた議論をしますけれども、大革新の促進に役所が能動的に動く

のがプラスになるかどうかというのは疑問だというのが私見であります。 

 次に、先ほどの雇用への問題もしくは景気はどうなるかという問題にふれます。ここでは、

エコノメイトのマクロ四半期モデルとＳＡＮ産業連関表を使いました。これは内閣府が出して

おられる連関表で、いくつかの特色があります。第１に、基準年度はきちんとした元の産業連

関表に合っております。第２に、産業連関表は５年ごとですが、ＳＡＮ産業連関表は毎年の推

計値があります。したがって結構便利で、私はもうちょっと方々でお使いになるといいと思っ

ております。ここでは、われわれの作った予測表を用いて、ＩＴ投資の景気に対する効果を２

００３年度で求めております。ここでは四半期別のＩＴ関連データがないので、アメリカのＮ

ＩＰＡの四半期データのＩＴ投資を代理変数として使っております。それを日本のマクロモデ

ルの中の設備投資関数とか価格関数、輸出関数等の変数として取り込んでモデル化しておりま

す。それから、ＳＮＡ産業連関表の中にも一定の形でこのＩＴというメカニズムを入れており

ます。 

 そうすると、細かい数字のところは２７ページをごらんいただきたいのですが、以下の結果

が得られます。まず、マクロは、２００３年度でありますけれども、ＢＡＵというのが通常の

ケースで、ＩＴで加速したケースが「ＩＴ－ＡＣ」と書いてありますけれども、ＧＤＰで、Ｂ

ＡＵでの我々の試算は ０．６％ぐらいの成長率、ＩＴになると １．１％ぐらいになります。

どこが大きく違うかというと、民間企業設備の伸び率が ５．９％から ７．７％に上昇する。

つまり、回復が大きくなります。それから、卸売物価総平均はＩＴケースの方が低下いたしま

す。完全失業率は０．２ポイントぐらい低下するという形になります。ですから、成長率は上

がって、それは特に設備投資の回復によるものであって、物価は若干下がって、失業率は若干

落ちる、こういうケースがここで計算した結果であります。 

 産業別に雇用がどうなるかということを、連関表を使って比較してみました。この場合の比
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較が、次の２８ページ目のところにあります。けれども、まず２０００年度と２００３年度の

ＢＡＵを比較してあります、それが左の列です。それから、右の列は、今度は２００３年度に

おけるＩＴとＢＡＵの比較であります。まず２０００年～２００３年度にかけてはかなり経済

がまだ縮小いたしますので、そういう意味では７０～８０万人の雇用が縮小していく。特に大

きいのは建築・土木、その他の電気機械です。もちろん産業によってプラスもありますしマイ

ナスもありますので、総計でそうなるわけです。他方で、自動車だとか電信・電話の通信関係、

他の事業所サービスが伸びていることになります。次に、ＩＴケースとＢＡＵケースを比べる

と１５～１６万人の雇用増が見込まれる。これは、要するに、所得の拡大効果とＩＴによる特

定分野の拡大効果を合わせたものです。その他電気なんかが伸びているのは、ＩＴのおかげと

いうことになります。けれども、全体での回復ということでは、建築・土木も若干伸びるとい

うことになります。ＩＴケースはこうしたことを合わせて、ＢＡＵに比べて１５～１７万人ぐ

らい雇用がふえるのではないかというのがこの試算であります。 

 ですから、以上をまとめますと、ＩＴ革命というのは、第１段階はパソコンとインターネッ

ト、第２段階はブロードバンド化とＰ２Ｐによって展開される。現在はその両者の端境期にな

っておりまして、その端境期でさまざまな問題が生じているということです。 

 ２番目は、ＩＴ革命というのは大革新、macro invention でありまして、社会制度や企業戦

略に変更を迫るものであります。 

 ３番目は、アメリカの生産性は、ＩＴ革命のために、不況下でも、つまり去年でも伸びつつ

あって構造的変化と捉えられている。そしてそれは、今後１０年程度はまだ続くであろうと考

えられております。ただし、経済自体の変動は非常に大きいようであります。つまり、景気循

環は今後も振幅を大きくした形で生じようということであります。 

 日本に関しては、私の感じでは、ＩＴ革命の成果を生かすような企業が育たなかったことが

問題だと思います。つまり、３匹のゴリラみたいな企業ですね、マイクロソフト、インテル、

シスコみたいな企業が育たなかった。さらに、適切な産業交代が各種の障害のために進まなか

ったため。したがって、このままでいくとＩＴ革命製品の生産者ではなく、そういった製品の

単なる市場でしかなくなる可能性もあるということです。 

 ５番目に、ＩＴ革命の景気への影響ということでございますけれども、エコノメイトでの試

算によりますと、成長率は若干上がって、雇用も拡大する。これはＩＴの投資が復活すればと

いうことです。また、物価は低下傾向を強めるであろう。ただし、ＩＴは長期効果を見ていく、

構造効果を見ていく必要があるので、至近時点の単なる需要効果だけで議論をするのはやや問
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題があるかもしれませんのではないかということであります。 

 大体以上が私の考えでございます。 

【須田】 どうもありがとうございました。時間の制約があるということをお願いしていたも

ので、最初の方のところは省略していただいたわけですが。 

 それでは、続きまして、宮川先生、発表をお願いいたします。 

【宮川】 学習院大学の宮川でございます。 

 きょうは、年末のお忙しい中たくさんお集まりをいただきまして、ありがとうございます。 

 私のこれからの話なのですが、今、室田先生がおっしゃったことをほとんど、復習するとい

うか、復唱するような形になるかもしれませんけれども、二度聞いていただくとパネラーがど

ういう意見を持っているかということが、よくわかっていただけるのではないかと思っており

ます。 

 目次にも書きましたように、まず最初に、９０年代そして２１世紀の日米経済の動向ですが、

これはやはりＩＴというものの需要度の差が、大きく明暗を分けたと思っています。それを具

体的に少しご説明させていただければと思っております。 

 ２番目に、ＩＴ資本の蓄積ということで、これはパネラーの西村先生なんかもよくおっしゃ

いますが、日本の場合、政策面、実務界からＩＴブームが起きたわけですけれども、アカデミ

ックな世界では、それは本当に効果があるのかという実証分析は、実は後追い的になっている

というのが、ちょっと恥ずかしい話なのですけれども、実態だと思います。それはなぜかとい

えば、ＩＴというデータそのものをとることからまず始めなければいけなくて、これにかなり

の時間がかかる、しかもそれを国際比較ができるような形にしなければいけないということで

して、そういうことでも非常に時間の調整が必要だったということがあります。以上のことに

ついて少し私どもがつくったデータでそういう話をさせていただければと思います。 

 ３番目には、ここでのメインテーマになるかと思いますけれども、ＩＴ資本が蓄積されて、

それが生産性にどれぐらい寄与するのかということについて、データを使って述べさせていた

だきたいと思います。ここで申し上げたいことは、後でも強調いたしますけれども、ＩＴとい

うのを単独に取り出しても、私自身は余り意味のある議論はできないのではないかと思います。

先ほども室田先生がおっしゃいましたけれども、ＩＴというのは１つのツールですから、ＩＴ

が活性化されるかどうかというのは、広くそれを受け入れる社会的な制度とか、雇用、金融、

そういったいろいろな市場の状況と深くかかわっていると思います。そういうことが非常に重

要な問題ではないかということを言いたいと思います。 
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 ４番目に、最後になりますけれども、そうした課題も含めて政府がどのような対応をとって

いけばいいかということについてお話をさせていただければと思います。 

 それでは、最初の「９０年代そして２１世紀の日米経済」からお話しいたします。先ほどモ

デレーターの須田さんの方からもお話がありましたが、皆さんよくご存知のように、90 年代の

日米の経済というのは明暗を分けております。米国につきましては３～４％の成長率、日本に

ついては１％の成長率、これはもう１０年間も続いております。日本の場合、株価だけをとり

ましても、８９年の末に４万円近くをつけたものが、現在は ８，０００円～９，０００円とい

った惨憺たるありさまです。アメリカもＩＴバブルで落ちたとはいえ、それはピーク時にくら

べダウ平均で見て３割程度の低下、ナスダックは相当落ちておりますけれども、それぐらいに

なっております。ですから、日米の９０年代のパフォーマンスの差を見ると、もう明らかに、

日本の貧弱さといいますか、残念な結果が強調されることになります。 

 ここで、日米経済の特徴をお互い４点ずつ挙げております。 

 １つは、日本の場合、景気循環が非常に短縮化してきているということが挙げられます。こ

れはもう皆さんお気づきのように、公式ではないかもしれませんけれども、景気は底を打った

と言われたのはことしの初めぐらいだったわけですね、それがもう景気は腰折れするかもしれ

ないと言われている。また、その前の景気の循環を見ても、９９年ぐらいから景気は回復途上

にあって、そのときはちょうどＩＴブームだったわけですけれども、それも２０００年の秋口

ぐらいからまた沈みだすというような状況であったわけです。一方のアメリカは、今回、ＩＴ

バブルははじけましたけれども、９０年代、９２～９３年からほとんど １００カ月以上にわた

って拡張期を続けてきたという状況がございます。私はこの両者ともがＩＴの影響を受けてい

ると思います。それは、日本の場合、ＩＴというのが単に循環要因だったということです。一

方のアメリカのＩＴブームというのは、４番目にありますように、むしろ構造要因になってい

ます。 

 この違いは何かというと、循環要因の場合は単にＩＴのハードの投資だけが積み上がってい

って、それが生産性の上昇にまで波及してこなかったということだと思います。一方米国の場

合は、ＩＴバブルという意味での過剰資本ということは多少あるかもしれませんけれども、そ

のＩＴを中心とした資本蓄積がやはり生産性の向上にきっちりと寄与してきたということだと

思います。これが構造要因と循環要因を分ける考え方です。つまり、日本の場合は、単に物量

だけを積み上げて、生産性の向上にまで持っていけなかった。それは、ある意味で言えば、生

産性の上がる新しい産業をつくり出してこれなかったということだと思います。この点でもま
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さに先ほどの室田先生のお話は的を得ていると思っております。 

 しかも、日本の場合、担い手はやはり設備投資も大企業が中心になっています。よく貸し渋

り等で言われておりますように、中小企業への設備投資というのはどうしても盛り上がりに欠

けてしまう。一方、アメリカの場合には、先ほども室田先生がご紹介になりましたように、ど

んどんと新しい企業が出てきて、中小の企業が経済を盛り上げるというようなことになってお

ります。そして、米国の場合は、そのＩＴを中心としたサービス産業、また、それを支える金

融産業がリーディング・インダストリーとして活躍したのに対して、日本の場合は、いまだ次

代のリーディング産業を探している、そうしているうちに東アジアの国々が日本のお株を奪う

といいますか、日本の伝統的な製造業の技術的な分野をどんどん吸収して、日本のレゾンデー

トルがどんどん狭くなっています。それを日本の場合は新しい産業は起きなくて、手をこまね

いているというような状況ではないかと思います。 

 ちなみに、若干数字を挙げさせていただきますと、２００２年のアメリカ経済白書では、１

９９５年～２００１年までの労働生産性上昇への寄与は１．２％で、そのうちの約半分の ０．

６％が情報資本サービスの生産性上昇によるものだと言われております。また、ＩＴ資本の蓄

積の寄与の差をとりましても、アメリカは４０％近い寄与率なのですけれども、日本の場合は、

私の試算ですと、１７％程度ということになっております。そういう意味で、日米の差という

のは大きな側面としましては、やはりＩＴというものを、十分に生産性の向上に、いわゆる成

長要因にまで生かしきれなかったという点ではないかと思います。 

 それでは、そのＩＴはどのように蓄積されてきたかということについて、国際比較も含めて

申し上げたいというふうに思います。 

 これは私どもで試算いたしました日本のＩＴ投資の系列でございます。もちろん日本の場合、

先ほども言いましたように、なかなかＩＴのデータというのをそれだけ取り出すということは

非常に難しくなっております。ハードのＩＴにつきましてはいろいろと取ることはできるわけ

ですけれども、ソフトウェアにつきましては、今でも公式の統計では受注ソフトだけだという

ことです。しかしここでは、内閣府の方のご協力も得まして、自社開発のソフトも入れて比較

をしております。 

 自社開発のソフトを入れますとかなり様相が違ってくるのですけれども、簡単に数字を申し

上げますと、日本のＩＴ投資は大体平均して１９７０年～９８年の間で約１２％伸びてきまし

た。その中心はハードのコンピューターと、そのコンピューターの周辺機器の投資で、これが

２０％伸びてきました。ところが、ソフトウェアの伸びも１９７０年から２８年間で見ますと
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大体１２％の伸びなのですが、９０年以降はわずかに２％の伸びに留まっております。これは、

自社開発ソフトが非常に低迷しておりまして、１９９２年のピークを脱しきれていないという

ことが大きな原因であります。同じ事を実はことしの６月にオーストラリアの学会で私どもは

報告いたしました。そうすると、一様に海外の研究者から、なぜ日本はＩＴブームになった９

０年代に、こういう変な動きが起きるのか疑問が出されました。我々にとってみると、バブル

が崩壊して設備投資が少なくなっているということなのですけれども、海外の人の目から見る

と、どうして伸び盛りの産業に向かう投資なのに、このような停滞気味の状況が起きるのかと

いうような課題を突きつけられたわけですけれども、その多くの原因が実はソフトウェアにあ

るということでございます。 

 したがいまして、日本の場合、ハードウェアは非常に蓄積されてきているが、それは先ほど

おっしゃったように、例えば東南アジアやアメリカへの輸出に向かったりしているわけです。

けれども、肝心の国内で使えるようなソフトウェアという部分については、実は頭打ちの傾向

にあったということがわかります。ただ、そうは言いましても、資本蓄積のレベルで見ますと、

必ずしも国際的に低いというわけではありません。 

 この図を見ていただきたいと思います。私ども日本の場合、青い棒グラフは日本のＩＴ資本

とそれ以外の資本との比率、それから、えんじ色の棒グラフは米国のＩＴ資本ストック対全資

本ストックの比率、これはＢＥＡが出しているものです。これを見ますとほぼ日本のＩＴ比率

は拮抗している。中には、金融機関のように日本の方がかなり過剰なと言ってもいいくらい投

資をしている部分もあります。ただ、肝心の通信の部分、Transport and communication の部

分では、米国がかなり上回っています。なおこれはハードの部分です。 

 一方、ソフトの部分につきましても、日本の場合はソフトが少ないと言われておりました。

この図はソフトウェア投資に対するＧＤＰの比率なのですけれども、ピンク色のラインが日本

の受注ソフトだけを取ったラインなんですね、茶色のラインがアメリカのライン、そして、ブ

ルーのラインが日本の場合の自社開発ソフトも入れたラインなんです。これを見ていただきま

すと、従来、日本でソフトウェアの比率が低いと言われていたのは、ピンクのラインと茶色の

ラインを比較して言われていたわけです。ところが、アメリカの茶色のラインというのは実は

自社開発のソフトも推計して入れている。同じ基準でブルーのラインにしてやりますと、日本

の場合、実は昔から自社開発ソフトというのはすごく多くて、米国をも上回っているような状

況だったわけです。もちろんこれはＧＤＰですから為替換算をしますと、またちょっと違った

様相にはなります。しかし必ずしもハード・ソフトとも日本の場合は、金額的にそれほど低か
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ったわけではない。ただ逆に言えば、多かった故に少し問題点が出てきているのではないかと

思っています。 

 それはどういうことかというと、つまり、ハードやソフト、ＩＴ資本が生産性に寄与する部

分、実際に質の高いＩＴ資本が蓄積されているのかどうかということです。経済学から見ます

と、ＩＴ資本が経済成長に貢献するのは２つの効果を通じてです。 

 １つは資本蓄積を通じて、もう１つはいわゆる生産性への向上、つまりネットワーク効果と

いうものです。つまり、自分がＩＴ機器を買って、それが成長に寄与するというのではなくて、

取引先も同じようなソフトを持っている、同じようなパソコンを持っている、同じような受注

システムだとか注文のシステムを持っていることによって、より生産効率が上がる、販売効率

が上がる、これがいわゆるネットワーク効果ですから、いわゆる自分の生産性が他人が同じ機

器とか同じＯＳを持ってくれることによってどんどん上がる、こういうことでございます。ア

メリカの場合、ジョルゲンセンとかいろいろな経済学者たちが推計した結果、この資本蓄積の

効果というのは、かなり大きかったと言われています。日本の場合は、先ほども申し上げまし

たように、この効果はアメリカほどは大きくない、あることはあるわけですけれども、アメリ

カの３分の１程度ぐらいです。ただ、ネットワーク効果、これはアメリカでもまだ議論のある

ところなのですけれども、ネットワーク効果は製造業では見られる。やはりさすがに製造業の

場合は生産性が高くて、製造業ではネットワーク効果が確認されるという結果が出ているわけ

ですが、ところが、非製造業ではなかなか見られない。これは、ある意味で言えば、消費者の

方のＩＴ化というものがうまく測れないということもあるわけですが、非製造業での生産性の

向上効果というのは余り確認できていないということであります。 

 それからもう１つ、ソフトウェアが果たして生産性に寄与しているかどうかということなの

ですが、資本蓄積、生産性への寄与は、実は余り確認できていないわけです。私が単純に推計

しただけでも、ソフトウェアから生産性向上へのルートというのは確認できませんでした。と

いうことは、日本の場合、ソフトウェアをたくさん蓄積しているわけですけれども、実はそれ

が余り生産性の向上に寄与していない。皆様はよくおわかりかと思いますけれども、自社開発

ソフトというのは、みんなが同じようなものを重複して投資しているケースが多いわけです。

それは余り例を出すと憚られるのかもしれませんけれども、銀行の合併の際に、それぞれの銀

行が同じようなシステムを持って、その調整に手間取ったというようなことが今年あったかと

思います。こうしたことは過剰なソフトウエアが必ずしも企業の効率をよくしていないという

例です。そういうことが至るところで、日本の場合は起きているのではないかと考えられます。 
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 もう１つは、そういうソフトウェアとかをつくるところというのは大抵が新しい企業、いわ

ゆる小さい企業で、大企業というのは余り多くないわけです。米国の場合はマイクロソフトの

ように非常に大きくなった企業がありますが、そういうときには非常に労働市場や資金市場で

の流動性が必要です。先ほどまさに室田先生がジェンセンの言葉を挙げられていましたけれど

も、その流動性というものが日本の場合は欠けているのではないか。図４で挙げておりますの

は「労働市場の流動性指標」ということで、これは値が高くなりますと、いわゆる伸びている

産業に引っ張られて、労働の新陳代謝が激しくなり、流動性が大きくなります。一方、これが

低下している場合は、労働市場の流動性が低いということになります。これを見ていただきま

すと、高度成長期からずっとトレンド的に、一時バブルの近くで上がったりしていますけれど

も、日本の雇用の流動性というのは低下してきているということが挙げられます。 

 一方、資金市場ですけれども、資金市場でも同じような指標がとれます。つまり、成長産業

に資金が流れて衰退産業から資金を引いてしまうと、ここの値というのは非常に大きくなって

いくわけですけれども、それが９０年代に入って大きく低下しているというのは、ある意味、

既存の産業にしか資金が流れなくて、新しい産業への資金の増加が少ないということが言える

と思います。これとソフトの投資の増加率というのは、かなりの相関性を持っております。そ

ういう意味で、先ほどまさにジェンセンの講演を例に出されましたけれども、日本のＩＴが効

果が発揮できていないのは、ＩＴそのものに原因があるというよりも、それを取り巻く労働市

場や資金市場の流動性の欠如にあるのではないかというのが私の見解です。 

 逆に、８０年代を考えてみていただければわかるように、日本が加工組立型産業を中心に非

常に力が強くてアメリカをも凌駕するときには、日本のいわゆる長期的な雇用、それによる修

得した技術、そして、それを資金面からサポートするような、メインバンクシステムというか、

間接金融システムというものが三位一体となって評価されて、生産性が上がったと考えられた

わけですが、ＩＴの場合はまさにその逆を行かないと、本当はうまく経済全体に対する効果を

発揮しないのではないかと思います。実際に、ハードではそういうことは出てきませんけれど

も、ソフトウェアではそうした傾向が見られると思います。 

 そこで、これからのＩＴ化の課題ですが、やはり、量は十分ある、むしろ重複投資がおきる

ぐらい十分あると考えられますけれども、生産性を向上する質の上昇が伴っていないのではな

いかと思います。特にソフトウェアの部分でそういうことが起きています。それから、アメリ

カのような資金市場や労働市場の流動化というような、基礎的な条件が欠けたままでＩＴ化の

ブームが起きてしまった。それゆえに単にハードの投資が起きるという循環的な側面だけが生
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じて、それを生産性に転化していくという転換がなされなかったのではないかというのが私の

考え方です。 

 それでもどんどんと生産性を上げるためにはネットワーク効果は必要ですから、私の考え方

としては、政府の役割として、短期的にはＩＴ化を広げる税制による援助は必要だと思います。

私は、償却の短縮化とか投資減税といった企業面への税制の援助だけではなくて、むしろＳＯ

ＨＯという時代ですから、家計でのＩＴ化も支援してあげるようなことがあってもいいのでは

ないかと思います。例えばコンピューターを買ったときの税制控除を広く認めてあげるとか、

そういうこともあっていいのではないかと考えています。中長期的にはもっとＩＴ化を促進す

るような市場を整備しないといけません。現在、不良債権のことが問題になっておりますけれ

ども、不良債権を処理していってまた昔の間接金融市場を再建するというのではなくて、金融

庁の最近の答申にもありましたけれども、いわゆる直接金融市場を育成するような整備、そう

いうものが必要ではないかと考えております。 

 以上が私の報告でございます。 

【須田】 宮川先生、どうもありがとうございました。 

 室田先生と宮川先生からお話をいただいたわけですけれども、伺っていますとお二人のお話

はかなり共通しているように感じますが、基本的には、ＩＴは成長あるいは生産性の向上に貢

献するものである。しかし、日本においてはこうしたＩＴがうまく貢献していない、機能して

いない。そこには、日本で成長や生産性の向上に貢献していない理由として、幾つかの理由が

考えられるということで、幾つかの理由についてのピンポイントをお伺いしました。 

 本日の予定でございますけれども、この後、パネルディスカッションということを予定して

おります。パネルディスカッションは１時間ほどでございますけれども、パネルディスカッシ

ョンが終わりましたら休憩ということを考えておりますので。ちょうど、今、西村先生も到着

いただきましたので、早速ですがパネルディスカッションに入らせていただきたいと思います。 

 それでは、水野先生、どうぞよろしくお願いいたします。 

【水野】 三菱証券の水野と申します。それでは、私の方から、今の室田先生と宮川先生がご

報告された点につきまして、私の考えていることをご報告させていただきたいと思います。 

 今、お二人の先生方がおっしゃったことというのは、日ごろ証券市場、株式市場等を見てい

る者にとりましては非常に参考になり、また、そのとおりだと今改めて強く思いました。 

 まず、最初に、これは室田先生の資料の中に、これは宮川先生も触れられておりましたが、

ジャンセン教授の「なぜ産業交代がうまくいかないか」というところは、まさにこの１０年間
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の日本の状況を非常にあらわしているのではないかと思いました。衰退産業における過剰能力

が急速に発生するというのは、最近の小売業あるいは卸売業といったところの設備能力が、非

常にふえて除却もなかなか進まないという、そういうようなことが実際に出てきております。

それから、金融市場におきましても、宮川先生がおっしゃいましたような資金市場での流動性

が非常に欠けるというのも、まさにそのとおりではないかと思います。 

 株式市場を日ごろ見ておる者にとりまして、このＩＴ革命はどういう意味を持っているかと

いう点を少しご紹介させていただきたいと思います。 

 まず、日米の株式市場につきまして、アメリカの２０００年の夏、インテルショック以来の

株価の下がり方と、それから日本の９０年当初の株価の下がり方、これを１０年ずらして株価

を重ねますと、ちょうど９２年ぐらいの日本が２万円を切ったあたりと非常に似ているという、

たしかにそのとおりでありますけれども、恐らくそれは、確かに表面上は非常に似ているので

すけれども、私はその株式市場が発しているサインというのはやはり相当違うのではないかな

と思います。実態経済面で、今お二人の先生がおっしゃいましたように、アメリカは生産性が

確かに９５年から屈折して上がっているとか、それから、非製造業部門だけの生産性を抽出し

て計算しましても、この後ろの２年間で、２０００年、２００１年、２００２年に非製造業で

も屈折して上がり始めてきている、これも先ほどご指摘のとおり、不況下でも非製造業で生産

性は上がってくるという傾向がアメリカで見られるようになりました。したがいまして、実態

経済では相当大きな変化がアメリカで起きているということが言えると思います。ところが、

日本は、残念ながら、製造業の生産性とか非製造業の生産性を計算しましても、製造業の生産

性は鉱工業生産のアウトプットと全く同じ連動ということで、景気がいいと生産性が上がり、

景気が悪くなると生産性はすぐに悪くなる、これも宮川先生が冒頭におっしゃったように、本

当に生産性が循環しているだけと、そういう状況になっております。 

 したがいまして、先ほどの株式市場で申し上げますと、株価は非常に似たような日米の軌跡

を描いているわけです。しかし、例えばアメリカの株式時価総額は今は１１兆ドルあります、

これはニューヨーク市場とナスダック市場を合わせまして１１兆ドル、アメリカの経済規模は

十兆ドルです、したがいまして １．１倍ぐらい、ピークは １．９倍でした、 １．９倍から 

１．１倍に落ちてきております。日本はといいますと、 ２５０兆円です、東証１部・２部を合

わせまして ２５０兆円の株式時価総額で、経済規模は ５００兆円でありますから、 ０．５

倍です。これは長期の系列で見てみますと、日本もアメリカも１９９５年以前というのは上限

はどちらの国も ０．８倍ぐらいでした。１９２９年とか１９６８年とか、アメリカが最も良か
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ったときでも ０．８倍ぐらいしか上がっておりません。日本も８９年のバブルのところは １．

４倍まで上がったのですけれども、それ以前は ０．８倍がやはり上限であります。今は、日本

は ０．５倍です。この ０．５倍という日本の株価の評価というのは、ちょうどアメリカの１

９９５年以前の、ニューエコノミーの前のアメリカの株式時価総額と全く同じです。アメリカ

の１９２４年～１９９５年までの株式時価総額が ０．５倍です。 

 ということは、今の ９，０００円まで下がってしまった株価が、水準的には３万 ８，９

１５円からこんなに下がっているわけですから非常に割安であるという、そういう考え方もで

きますけれども、経済規模との比較でその株式時価総額－－この意味はマクロベースの株価の

収益に対する倍率という、個別の企業で言えば株価収益率という概念に近いと思いますが、こ

の株価収益率が今ようやく ８，０００円とか ９，０００円になって２０世紀のアメリカの平

均値と同じになったということでありますから、これは株式市場から逆算してみますと、アメ

リカはニューエコノミーで２０世紀の上限の壁を１つ破って、そして１倍以上の、過去 ０．８

倍の上限を大きく超えているという次元に来ていると思いますが、日本は残念ながらまだ経済

がニューエコノミー化していないという評価を株式市場を下しているのではないかと思います。 

 これを日本経済の実態経済で見てみますと、先ほど宮川先生が何度もご指摘されましたよう

に、日本はＩＴ投資を受けるといっても、これはＩＴを供給する側の方の、これは機械受注統

計なんかで見ますと、ＩＴをつくる方の受注額が非常に大きくて、利用する方は非常に低水準

にとどまっているということになりますから、これは差額はほとんど輸出に向かっているとい

うことになりますから、日本のＩＴ産業というのは日本の全体の生産性の向上あるいは社会の

構造変化を変えるところにまでは、残念ながら貢献していないのではないかと思いました。 

 あと、雇用を生み出すかどうかという点について、これも残念ながら日本ではほとんどサー

ビス産業での雇用はふえておりません。例えば本日発表された日銀短観によりますと、雇用は

調査開始以来の大幅な、１２月時点で３％ないし４％の削減率という数字が出ております。ア

メリカはＩＴ産業でどうなっているのかというのを見てみますと、９４年から雇用がふえて、

しかもＩＴの生産性が上がり始めた直前ですね、９５年から屈折して上がっていますから、そ

の前の９４年からとって計算をしますと、一番雇用がふえている、伸び率、増加率が高いのは

コンピューター・データ処理にかかわる人たち、これは年率で１２％もふえております。雇用

者増加数の貢献度の７％も占めるようになっております。 １，６００万人がこの７年間でふえ

ているのですけれども、うち７％の人たちがデータ処理ということになっておりますから、ア

メリカでは生産性もサービス産業での雇用も、ＩＴ産業にかかわる人たちがふえているという
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状況であります。したがいまして、この１０年間をＩＴを中心に見てみますと、アメリカの株

価は１万 １，７００ドルから ８，０００ドル下がってはいるのですけれども、94 年、生産性

が屈折する直前までアメリカの株価は ３，７００ドルでありましたから、 ３，７００ドルか

ら ８，０００ドルへというところへの上昇というのは、やはり相当ＩＴ産業による生産性の貢

献が大きいのではないかと思います。 

 最後に、景気循環の変動をＩＴが大きくするというのも、私はそのとおりだと思いました。

これは室田先生の説明されました、循環的な変動が大きいというのは、これはどうしてそう思

うかといいますと、設備投資をするときにアメリカの中期の需要見通しというのがある程度仮

定を置くと抽出できますが、その中期の需要見通しが非常に高い伸び率で投資が行われて、潜

在成長率を非常に上回る設備投資が行われております。これが５年とか６年続いたわけであり

ますから、アメリカ経済もやはり過剰設備が全体としてでてきているという点は変わりないと

思いますが、日本もそれは８０年代に同じことが起きました、潜在成長率は高くても恐らく

４％ぐらいでしょうけれども、中期の需要見通しは６％ぐらい、それが８０年代の後半に起き

ました。結果として同じように過剰供給になっていると思いますけれども、アメリカと日本の

違いは、やはりその間に生産性が上がっているかどうか、生産性が上がっていればそれは利潤

率の上昇というところにつながっていきますので、それが非常に大きな違いではないのかなと

思います。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 それでは、西村先生、お願いいたします。 

【西村】 遅れまして申しわけありません。私は、今、東京大学の総長補佐をやっておりまし

て、現在東京大学の独立法人化への準備が大車輪で進んでおり、そちらの方の会議のため遅れ

まして申しわけございませんでした。 

 発表資料についてはあらかじめいただいておりますので、それについて私の意見を述べさせ

ていただきたいと思います。意見は幾つかありますが、基本的には２つ、正確に言うと３つぐ

らいありますが、１つは事実についてということと、米国における問題、それから日本におけ

る問題という点についてお話をしたいと思います。 

 事実についてということですが、例えばアメリカにおいて経済成長率が屈折したとか、技術

進歩が非常に大きくなったということを皆さんお聞きになると思うのですが、それはなぜ起き

たかというと、実態経済で起きたということももちろんありますけれども、データの取り方が

変わったということが大きいということについて、まず頭の中に入れておく必要があります。 
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 基本的には何が問題になるかをまず申し上げましょう。ここでＩＴというのは私は余り好き

ではないのでＩＣＴ／Information Communication Technology という形で使いたいと思います。

ＩＣＴに関しての実質化するデフレーターが、非常に大きく変わったというのが大きな特徴で

す。当然のことですが、そもそもＩＴＣに対する投資というものが少ない時代にはこのことは

ほとんど影響はありません。しかしＩＣＴそれが次第に大きくなるにつれて、その影響が非常

に大きくなるという形になります。そこら辺のところを正確に理解しておかないと、データの

見方を非常に大きく誤るという形になりますので、そこら辺のところは気をつけていただきた

いと思います。 

 それから、日米で取り方について大きな差があるということも事実ですので、その辺のとこ

ろを見るときは、きちんと見る必要があると思います。多分、宮川さんはちょっとハイブリッ

ドな見方をなさっていますので、比較的中庸の線を行っていると思いますが、アメリカのやり

方はある意味ではある種の一種の極端なものですので、その辺は注意しておく必要がある。例

えば、非常にテクニカルなことで申しわけないのですけれども、ソフトウェアで言えばインハ

ウス、カスタム、パッケージというのがあるわけですけれども、日本は受注ソフトウェア、つ

まりカスタムしか統計に入れていません。正確に言うと、インベストメントとしてはとらえて

いません。アメリカの場合はパッケージとインハウスも入っています。問題はパッケージが入

っているか入っていないか、これについては私も統計審議会の一員なので、日本の統計のこと

を文句言うのはちょっと問題があるのですが、それはそれなりにきちんとした方法論に立って

コンシステントにつくられているのですが、アメリカ的な見方からすると、日本のやり方は若

干ストリクトに過ぎるという形になります。更に問題なのはインハウス、つまり、企業の中で

行われているソフトウェア投資の推計の問題なのですが、非常にテクニカルですが、これはほ

かのもののつくり方とは違います。簡単に言えばコストベースでつくるわけです。そのために、

私は宮川さんの推計もかなり過大だと思いますけれども、それは同じようにアメリカについて

もかなり大きな数字が出ています。これをどう扱うかというような問題もあるわけです。 

 私は経済統計を専門の一つにしていますから、その辺のところを強調したいのですが、統計

というのはやはり使い方に非常に気をつけなければいけない。統計がどうやってつくられてい

るかというところまで知識を持ってやらないと非常に間違いやすい。間違いやすいというのは

２つの面で間違いやすい。つまり、実態の把握を間違いやすいということと、間違ったという

か、余り正確でない統計にマーケットが反応するので、そのマーケットの反応をどうとらえる

かというところで、また間違うという２つの間違いが生じてしまうので、気をつけなければい
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けないという形になります。 

 したがって、デフレーターをどうするかというのが非常に重要な問題になるわけです。同じ

ようなことがチップにも、つまりハードウェアのところでも同じようなことが言えるわけで、

例えばハードウェアのプライスインデクスの動きを見ると、大体年率にして３０％ぐらいの低

下をここ十何年ずっと続けています。これはもちろんいいかげんにつくっているわけではなく

て、その裏にはきちんとヘドニック・アプローチという形を使っていろいろやっているわけで

すが、この部分は実はかなりの部分はインテルとＡＭＤの争いが極めて重要な役割を果たして

いる。皆様ご存知のように、物すごい勢いでチップの価格が下がっているわけですが、そうい

う裏にはそういうものがある。それから、その裏に実は入っていないのは、つまり、それだけ

のものを本当に使っているのかどうかということです。オーバーキャパシティという言い方が

ありますが、ここではオーバークオリティと言っていいでしょうね。今のつくり方は基本的に

はキャパシティ、クオリティは全部使っている、当たり前ですが、遊休キャパシティ遊休クオ

リティはないという前提でつくられた価格になっているわけです。ところが、例えば自分の家

のことを考えますと、基本的なパソコンの用途としてはもう ７５０メガヘルツの２年ぐらい

前のパソコンでも何の問題もなくできますし、価格演算も速ささえ気にしなければ何の問題も

なくできるわけですね。それでペンティアムⅣの３．０８ギガヘルツが本当に必要か、ハイパ

ースレッディングは必要かということになってくるとかなり疑問になるという形になります。 

 そこら辺のところは、この分野の主要な研究者であるジョルゲンソンだとか、ジョルゲンソ

ンの弟子のスタイローとか言う人も分っている。しかし彼らは、そういうことはわかるけれど

も、しかしそれはやがて、進行的に考えれば遊休キャパシティというのが存在しているわけは

ありませんから、そのキャパシティを使うべく新しいソフトウェアが必ず出るという、そうい

う信念のもとにやっているわけです。実際、データのつくり方はそういう形でつくられている

のですね。そういったデータを我々は使っているのです。したがって、データそのものにも非

常に気をつけなければいけないという形になりますし、それをどう読むかということも非常に

気をつけなければいけない。 

 それから、ＩＣＴの場合には、インプットとアウトプットと両方にかかっています。つまり、

インプットにももちろん使われていますし、アウトプットにも使われていますから、したがっ

て、インプットとアウトプットのバランスが変わることによってまた非常に大きな違いが出て

くる。これはレベルの点では余り大きな違いは出てきません、しかし、伸び率、特に産業の伸

び率という点からすると非常に大きなものが出てきますから、そこら辺のところは注意をして
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いただきたいというふうに思います。 

 宮川先生とか室田先生とも長いおつき合いですので、きちんとなさっているということはよ

くわかりますけれども、そこら辺のところもやはり幾つかの仮定のもとに試算をしているとい

うことは、皆さんこういう数字を見る場合には注意しなければいけないと思います。経済統計

というのは、基本的には、本文にではなく、どちらかというと些末に見える、本文の下の注に

書いてあるところに、事実があるという性格をもっていますので、そこら辺のところは注意を

しなければいけないということがあります。 

 同じことはアメリカについても、アメリカは今バラ色なのか、それともバラ色ではないのか

ということについても同じことが言えるわけで、正確なところはコーシャスオプティミズムに

捉えるのが妥当な所でしょう。ただ１つの点から言えば、先ほど言いましたように、オーバー

クオリティというのは、恐らくアメリカで初めて今回出てきた問題ですから、この問題がどう

処理されるかということについてはまだ未知のところがあります。例えばヒューレット・パッ

カードがこの二、三日のうちの報道に寄れば、急速にインドにソフトウェアの拠点を移してい

ます。そういった非常に大きな動きで出てきて、これは明らかにアメリカにおけるソフトウェ

アの開発の仕方が変わってきて、モジュラー化が非常に進み、そのモジュラー化が外に出ると

いう形で、アメリカに一種の空洞化、このＩＣＴの空洞化というのが出てきはじめているのか

もしれません。空洞化というのは実際この意味では悪い意味ではありませんで、マーケットメ

カニズムが働いているという形になるわけですが、それがアメリカ経済の国内経済にどういう

影響を及ぼすかということについては、考えなければいけないのです。 

 それから、アメリカの場合は、基本的には、どちらが卵か鶏かということはあるのですが、

景気がいいのとＩＣＴがいいのと両方同時に起こったために何が起こったかというのが必ずし

も明快ではないと言うところがあります。いろいろな分野でＩＣＴの非常に高い投資とＧＤＰ

の高い伸び率というのが、同時に起こりました。問題は、成長会計が今言ったような動きをき

ちんと完全に説明しきれているかどうかという問題があります。恐らく完全には説明しきれて

いなくて、かなりそういった相関の部分というものが、ある種の見せかけの相関の部分という

のが、技術進歩の中に入ってくる可能性があることは否定できないように思います。 

 私も、いろいろな論説の中でアメリカを見よ、日本はだめだということを言ってはいるので

すが、それと同時に、やはりヘッジはかけなければいけないということがあります。それはど

ういうことかというと、アメリカの９０年代の１つ大きな特徴というのは、１つは日本と同じ

ですが、いわゆるＩＣＴの製造産業において、非常に大きな生産性の高まりが見えた。これは
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ある意味では当たり前で、価格が急落したわけですから、実質を見れば当然そのぐらいの大き

なものが出てくるわけです。もう１つ日本との違いというのは、これは非製造業で非常に大き

な生産性の上昇が見られたということなのですね。日本は残念ながら全くそれが見られない、

これをどう見るかというのは実は非常に難しい問題があります。 

 私はある本の中でやはりこれは日本の大きな問題だと書いていますが、それと同時に、アメ

リカの非製造業における成長の度合いというのが、逆に言えば循環的要素の部分の方が大きい

という可能性も否定できないことを忘れてはなりません。そこら辺のところを非常に強調して

いるのがロバート・ゴードンです。私は、ロバート・ゴードンと、ポール・デビッドと一緒に

1998 年に日銀の「ノレッジド・ベースド・エコノミー」というもののコンファレンスに出てお

りましたが、ポール・デビッドとロバート・ゴードンが最初から最後までけんかし続けていま

して、みんなそれでへきへきとしたのですが、それがこの点なのですね。ゴードンは、基本的

には、かなりの部分は循環的要素だという主張なのです。先ほど言いましたように、非製造業

における高い伸び率は本当の真の伸び率かどうかということについては、私も自身が持てない

というのは、この点なのです。特に高い伸びがどこに現れているかというと、金融、保険なの

ですね。また伝統的に余りそういう効果があらわれないと思われるような卸売、小売です。卸

売、小売に関してはビデオスキャン、日本で言えばＰＯＳのデータですが、そういったものが

非常に重要な役割を果たすというのは確かなのですが、ＰＯＳのデータとかそういうのがそろ

っているのは逆に言えば日本の方がそろっているわけで、その意味で、なぜ日本で生じないで

アメリカで生じたのかということについて、果たしてこれがＩＣＴの影響なのかということに

ついては、相当慎重にこれから考えなければいけないだろうと思っております。これが米国に

ついてです。 

 次に日本についてですが、日本についてはいいことが何も言えなくて本当に寂しいのですけ

れども、私は室田先生や宮川先生よりもさらに悲観的なのですね。ＩＣＴの動きを私もいろい

ろ調べております。現在の日本でのＩＣＴの影響を見ますとアネクドータル・エビデンスもそ

うですし、私が東大のリサーチ・アソシエイトの白井君と一緒にやったものを見ても、日本の

従来のアドバンテージに対してはネガティブなバイアスを持ったテクノロジカル・イノベーシ

ョンになっているということなのですね。 

 これはどういうことかといいますと、ＩＣＴの発展と世界経済化というのが同時に進んだわ

けですが、そこで出てきたモジュラー化があります。モジュラー化というのは単純に部品をい

ろいろなところでつくるということではなくて、モジュラーそのものがインテグラルなものな
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のですが、そういったインテグラルなものとなったモジュラーでいろいろなものができてくる。

そういうモジュラー化というものができてくるということが、日本の今までの、上から下まで、

川上から川下までのインテグラル・スキームというものを追及し、もちろん成功したところも

ありますし余り成功していないところもありますが、基本的にはそういう形でやってきた努力

とその成果というのが、このモジュラー化によって非常に大きなネガティブな影響を受けてい

るということです。 

 日本で依然として国際競争力が高い、しかも異様に高いのは、インテグラルなアーキテクチ

ャーがいまだに支配的な、いまだにというのは変なのですが、支配的である自動車産業なので

すね。そして、自動車産業のみなのです。過去にインテグラル・アーキテクチャーの一番のチ

ャンピオンだったのは、ＩＢＭに代表されるいわゆるメインフレーム、コンピューターなので

すが、それが劇的な形で、先ほどのＰ２Ｐの話もありましたけれども、パソコン化、分散コン

ピューティングに移っている。日本の、富士通を含めた企業が、いわばＩＢＭをある意味では

抜いた、クレイコンピューターをある意味では抜いた、その途端にはしごがどんどんはずれて

しまって、屋根から落ちてしまったというのは日本の状況なわけですね、特に電気機械産業は

そうです。 

 それがバイアスド・テクノロジー・デベロップメントであるモジュラー化の日本に対する悪

い影響なのですが、これが実はその他の分野にも影響を及ぼしています。ＩＣＴのネットワー

ク化が正のポジティブの影響を及ぼすというのが、普通のネットワークの経済学の基本なので

すが、今起きていることは逆のケースである。つまり、ＩＣＴにおけるネットワーク化によっ

て、過去にあった、既に存在した古いネットワーク、それが陳腐化してしまった。古いネット

ワークというのは何かというと、要するに、人間と人間の関係なのですね。この人間と人間の

関係がいろいろな形でパソコンとパソコンの関係になっていくということになっていく、そし

てインターネットになっていく。そして携帯は若干違うところがありますが、いろいろな形で

分散型になっていくという形になりますと、過去の日本のすり合わせ、インテグラル、そうい

ったものでつくられてきたネットワークのシステムというようなものがモジュラー化になる。

そうすると、逆に言えば、過去にそういうところにあった、いわゆる企業スペシフィックなヒ

ューマンキャピタルというようなものが実はその価値を失っていく。 

 今の私の日本経済に対する状況というのは、ある種の均衡状態にあるというふうに思ってい

ます。それはどういうことかというと、まず、いろいろな意味でＩＣＴの発展によって様々な

資本設備が陳腐化しその価値が逆にほとんどゼロになってしまう、そういう意味で遊休資本が
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生じてしまった。それと同時に、さっき言いましたように、ＩＣＴ化を通じて人々にたまって

いたヒューマンキャピタル、それがどういうヒューマンキャピタルかということについてはい

ろいろな問題があるかもしれませんが、そういうヒューマンキャピタルの部分というものが陳

腐になってしまって、これの市場価値がゼロになってしまう。ということは、逆に言えば、そ

の賃金ではだれも雇わないということですから、ここで失業が生じてしまうわけです。失業が

生じてしまいますけれども、これは例えば追加的な需要をふやすことによって再び需要がふえ

るかというと、ふえないわけです。まさに陳腐化してしまっているものですからふえないわけ

です。そういった問題があるために今は不完全雇用のいわば均衡状態になっているというのが

私の考えなのですが、そのもとにあるものはさっき言いましたＩＣＴ、それから、ＩＣＴだけ

ではなくて世界経済化、冷戦の終了後の世界経済化なのですが、そういうところに存在してい

るバイアスド・テクノロジカル・イノベーション、日本に対してのバイアスド・テクノロジカ

ル・イノベーションというのが重要な役割を果たしてしまったということになると思います。 

 それから、幾つか非常に気になることがあります。日本ではどうも市場の衰退と見えるよう

なことが、実はこの三、四年で起きているということをちょっとお話したいと思います。実は

私は経済産業研究所のファカルティフェローでもありまして、そこで企業活動基本調査という

ものを使った、マイクロなデータを使った分析をやっているのですが、その分析で非常におも

しろい結果がでてきた。まだこれは分析の途中なのですが、どういう結果が出たかというと、9

0 年代の半ばぐらいまでは全要素生産性（ＴＦＰ）の上昇率の高い企業が残り、ＴＦＰの成長

率が低い企業が退出するという、当たり前の自然選択の状態が生じているわけですが、それが

９６年、９７年にかけて実は逆になっているように見える。つまり、ＴＦＰの成長率の高い企

業が退出し、相対的に低い企業が残るというような奇妙なことが９６年以降９７年にかけて起

きているように見える。これは一種の市場の衰退なのですが、この裏に何があるのかというの

はまだわかりません。しかし、そういったことが起きていることとＩＣＴのものというのが同

時に起きているということは、やはり考えなければいけない状況だと思います。 

 また時間があれば後でお話をしたいと思いますが、こういうことをきちんと考えなければい

けない。つまり、ＩＣＴがこのまま日本で発展していく場合、ｅ－Ｊａｐａｎのように発展し

ていけば、世の中バラ色になると私はとても思えないという状況があります。そして、そもそ

もの根本は、実は、今、例えばｅ－ＪａｐａｎプログラムでＩＣＴを宣伝していらっしゃる方

がＩＣＴを使っていないということなのです。ＩＣＴを一生懸命宣伝していらっしゃる偉い政

府の方もＥメールを使っていないわけですね。そういうような人で何ができるか。これを斜に
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見ると、日本のヒューマンキャピタルがいかに陳腐化しているか、ということを言う例かもし

れませんね。そういう陳腐化したヒューマンキャピタルに，日本はいかに高い賃金、報酬を払

っているかと言うことです。何らかの形で実際にＩＣＴを使っている人たちがどういうふうに

ＩＣＴを使うか。逆に言えば、バイアスド・テクノロジカル・イノベーションをアンバイアス

とか、もしくはポジティブなバイアスド・テクノロジカル・イノベーションに持っていけるよ

うなそういうスキームをつくらないと、非常に厳しい状況にあるというふうに思います。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 水野先生のは室田先生と宮川先生のお話を株式の方から見てそれをサポートするようなコメ

ントをいただいたわけですけれども、ただいまの西村先生の３点はどちらかというともうちょ

っと慎重に見るべきものがあるということだと思いますが。こうした西村先生からの新しい視

点とか、あるいは株式市場から見た、米国のニューエコノミーが出現しているというコメント

を受けた形で、宮川先生、室田先生、また何かご発言がありましたら。 

【室田】 お二人の話は非常に興味深く伺って、特に水野先生の株式市場評価の問題、それか

ら、今の西村先生の問題提起というのは、非常にわかりやすいというか鋭いものがあったと思

うのですけれども。 

 ２点だけ申し上げておけば、１点は質の変化を含んだ価格をどうとらえるかという問題です。

これは西村先生も指摘されていたように、ゴードンが９０年まで非常にいい研究をやっていて、

それの継続で、ともかくさまざまな研究されているが、依然として問題がある。例えば先ほど

のソフトウェアに関しても、どうやって値段をつけるかというのは非常に厄介で、どういうこ

とをやるかというと、たとえば表計算ソフトを使った価格指数推定の例があります。エクセル

というのはかなり長く売れていましたから、表計算ソフトだけに関して十数年データをとって、

それをヘドニックで当てはめたらどうなるかなどがおこなわれています。こうした研究がたく

さんあって、それの集大成がときどき『サーベイ・オブ・カレント・ビジネス』になんか出て

います。しかし要するに、アメリカとしても非常に何もすべてわかっているわけではない。し

かしえらいのは、わかっていないことに関してかなり果敢に、例えば先ほどの銀行の生産性に

しても、銀行のアウトプットは何かということを、２０年来検討してまだ結論が出ないわけで

すけれども、検討しているということです。ですから、割とそういった地道な作業の上に立っ

た、１つの仮説としてのアメリカの先ほど申し上げたような結論があると理解した方がいいと

思います。それが、逆に言えば、西村先生のご指摘になった趣旨だったろうと思います。 

 あと１点はオーバー・クオリティーの問題です。各家庭に、パソコンやソフトはもう本当に
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オーバー・クオリティーではないかという話です。これは事実なのですけれども、私どもから

見ると、つまりソフト屋の方から見ると、これこそがＩＴ発展の大きなかぎであると思うわけ

です。どういうことかというと、パソコンは例えば価格１０万円で １００万人のユーザーが使

うとする。その中に１人か２人天才がいるんですね。そうすると、１０万円の機械を天才が、

彼はフリーターだろうと学生さんだろうと、どんな人かは分からない。しかし彼がこの１０万

円の機械を使うと、とんでもないキラーアプリをつくるわけです。例えばリナックスがそうで

すね。リーナスがどうやって一生懸命お金を貯めて、最初のパソコンを買ったかという涙ぐま

しい話が有名です。でもパソコンが１台２億円だったらどう彼が逆立ちしても買えないわけで

すから、無理をすれば買える値段だったことが重要だと思います。そういう意味で言うと、PC

がオーバー・クオリティーであることは、実はすべての人にチャンスを与えている。チャンス

がある人にとっては実はこれは神様のような道具であります。神様のような道具を与えるため

には、あと９９万 ９，０００人の人にとってはオーバー・クオリティーであるかもしれない。

しかしそういう道具があることが、非常に大きな、特にこの macro invention 、大革新であり

ますが、大革新のかぎになっている。それをやれるのが、例えばリーナスであり、アメリカの

ビル・ゲイツであり、サンマイクロもそうですし、例のブラウザーをつくったマーク・アンデ

ュルーセンもそうですけれども、そういった連中が実は無名のところから成り上がってこれた

のは、実はこのオーバー・クオリティーがあったからではないか。つまり PC が大衆化してコモ

ディティ化してだれでも使えるようになったからこそ、そういうものが生まれてきたんだとい

う感じがするわけです。 

【須田】 宮川先生。 

【宮川】 水野先生、西村先生、どうもありがとうございました。 

 最初に水野先生からいただいたお話でちょっと興味深かったのは、今、株価が日本で言えば

１９９２年ぐらいの状態だという点は、非常に興味深い。ただ、私はそれを聞いて、ちょっと

ＩＴとは関係なく思ったのですけれども、１９９２年か１９９３年ぐらいの時点で日本も適切

な経済政策をとっていればこんなことにはならなかったのではないでしょうか。だから、アメ

リカがこれからどうやっていくかというのは、この時点でちゃんと経済運営ができるかどうか

だと思います。今は経済運営チームも変わったみたいですけれども、その辺がかぎではないか

なという印象を持ちました。 

 西村先生のお話はかなり広い範囲にわたるので、余り適切なコメントというかお答えができ

るかどうかわからないのですが、まず第１に、統計の問題は、まさに西村先生自身が今統計を
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つくったり読まれたりする中心にいらっしゃるわけですのでおっしゃるとおりです。私自身も

ここ数年いろいろとデータと格闘して西村先生にいろいろお教えを乞うたりしているのですが、

必ずしも米国流が確かにいいというわけではありません。ＯＥＣＤのペーパーなんかを見ます

と、ＯＥＣＤの加盟国全体で、各国でＩＴ製品の価格の動きというのはばらばらなんですね。

先ほどアメリカが一番極端に下がっていると言いましたが、確かにそうで、ここでもちょっと

私は論文を持っていますが、フィンランドなんかは逆に上がっていたりするような例もありま

す。ですから、調整してハーモナイズド・プライス・インデクスというようなものをつくった

りしています。要するに、西村先生もおっしゃいましたが、注をつけて、その範囲内でちゃん

とした判断をしていかないとなかなか難しい、単にブームが起きて、それが破裂して、どうな

ったんだと周りを見てうろたえるような状態よりは、まだデータを見てその限界を知った上で

判断していくという方向が望ましいのではないかと思っております。 

 それから、もっとより広い問題で、ＩＴ化が本当に生産性を上げたり、日本経済のために役

に立っていくかどうかということなのですけれども、私は今の日本の状態を、デフレとインフ

レの違いは非常に大きいのですけれども、１９８０年代の初期のアメリカに似ていると言って

いるんです。ある意味で失業率が当時は１０％を超えて、２０世紀最悪の失業率だったのです。

もちろんインフレ率は１０％で、短期金利も１０％を超えるという時期で、改めて統計を見る

とびっくりするぐらいなのです。そういう意味で、経済としては非常に混乱した時期でした。

イリノイ州最大の銀行であったコンチネンタル・イリノイが倒産して、クライスラーも倒産し

た時代だったわけですね。それにもかかわらず大統領の人気はすごく良かったという点でも、

日本と似ているのではないかという気がちょっとしているのですけれども。 

 そのころからずっと経済学者の関心は、生産性はどうやったら上がるかという、いわゆる良

いサプライサイドと悪いサプライサイドの議論が起きてきたわけです。先ほど室田先生がご紹

介になりましたが、８７年の時点でもソローという大経済学者が、生産性のパラドクスという

ことで生産性の問題を悩むわけですね。それを考えると、日本の今のＩＴを中心とした生産性

が向上するかどうかという問題は、非常に難しい問題だと思っています。 

 ただ、その問題について見ても、ヒントはあるような気がします。１つは、例えば１９８０

年代後半のアメリカが、例えばＧＭがトヨタと共同で工場をつくって、何とかカンバン方式を

受け入れようとしたとか、そういうことで例えば製造業の面でも改善を図ろうとしたという面

で考えれば、日本はやはりこれからもあるツールとして、ＩＴというツールを、ある意味そう

いうビジネスモデルなりを受け入れていかなければいけないだろうと思います。問題はその先
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なんだろうと思います。そういうものをベースとして、日本で何を今後リーディング産業とし

て打ち立てていくことができるか、それはアメリカの後追いではなくて、新しいものづくりな

のかもしれません。 

 そこはちょっとこの議論の範囲を超えてしまうのですけれども、プレスコットというミネソ

タ大学の先生が記念講演でこういうことを言っているわけですね。世界で技術というのは、こ

れだけ情報化が進んで、あまねく広く受け入れられている。それでは、なぜ、アメリカとハイ

チとかナイジェリアのように、１人当たりの所得が２０倍も３０倍も違うようなことが起きる

のか。経済学の世界ではなかなかこれはうまく説明できないんです。同時点で、生産性の差に

ついて、１人当たりの所得の差について、技術がこれだけ広まっているのに、大きい格差があ

るというのは余り説明できない。そこでプレスコットについても、これは要するに経済学の宿

題だと言っているのですけれども、そこで言われているのは、新技術を受容するか受容しない

かの違いではないかということを言っているんですね。 

 そこで彼が例に出しているのが、２０世紀初めの綿糸工業で、インドと日本の例を出してい

るんです。当時は、日本の綿糸の生産性というのは非常に高くて、インドは低いんですね。そ

れはなぜかというと、ご存知のように、女工哀史という言葉に代表されるように、みんな新し

い機械を若い女性の人が受け入れてそれに慣れていった。インドは成人男子がやりますから、

すぐに抵抗が起きて、３人に１人ぐらいしか新しい機械は導入されないらしいんです。そうい

うテクノロジカル・アダプションというんですかね、さっきのｅ－Ｊａｐａｎをやっている人

がＥメールができないということにも関連するのですが、日本の場合、テクノロジカル・アダ

プションが非常に遅れています。 

 これはまたソニー銀行の人からも聞いたのですけれども、ｅ－ビジネスそのものが全部成功

するとは限らない象徴的な話ですけれども、やはり顧客のほとんどを調べてみると 30 代～40

代である。日本で一番金融資産を持っているのは６０代ぐらい以上の人たちなわけですね。と

ころが、その人がソニー銀行に電話をかけてくると、やはりソニーという名前ですから、どこ

の電気屋でパソコンを買えばいいかという、そういう質問から始まるわけですね。それがある

意味で日本の実態だということを、まず認識するということだと思いますけれども、こうした

状況を克服していかないと、アメリカのように 80 年代の生産性の低迷から９０年代の復活のよ

うな道筋を真似るような形で展望が描けないのではないかという印象を持ちました。 

【須田】 ありがとうございました。 

 水野先生、何か補足されることはございますか。 
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【水野】 それでは、マーケットから見て先ほどのことで追加的にご指摘したいことがありま

すので、ご報告させていただきたいと思います。 

 先ほどの、日本において企業の退出がうまくいかないということに関してなのですけれども、

日本の非製造業ですが、非製造業部門の付加価値の上昇率をコブ・ダグラス型の生産関数をつ

くってどういう要因で成長しているかというのを計算しますと、サービス産業の方がむしろ９

０年代に入って、資本の投入量が、実物資産の投入量が多いという、そういう結果になってお

りました。ということは、本来、サービス産業というのはＩＴ革命が起きてくれば、そんなに

設備資産をたくさん持たなくても、店舗とかオフィスビルをたくさん使わなくても本来なら成

長していく、そういうモデルをつくっていかなければいけないのかなと思っているのですが、

ところが、まるで１９６０年代とか、製造業が高度成長してきたときのような形になっている

ということでありますので、やはり相当日本の非製造業は、これはＩＴを利用する方の問題だ

と思うのですけれども、本当に日本が低成長から脱出できるかどうかというのは、そこに大き

なかぎを握っているのではないかなと思います。 

 先ほど西村先生がご指摘になりました、今まで日本が有利だったことがＩＴのネット化にな

って逆に人と人とのつながりが覆ってしまっているということも、これも例えば非製造業の売

上高の減少はどこが多いかと、９６年ぐらいがピークなのですけれども、卸売業と建設業に売

上の減少が集中しているというような現象がありますので、そうしますと特に卸売業はメーカ

ーと小売業の情報を卸売業の方が伝えていたと、ネットワーク化の影響があったと思うのです

が、そこが今非常に大きな打撃を受けているということだと思いますので、ここに雇用問題も

建設業と卸売業のところに発生してきていると思いますので。日本はＩＴ社会に多分これから

向かうのだろうと思いますが、そうしますと、逆に、今までのプラスの仕組みだったことを相

当思い切って変えていかないといけないのかなと思いました。 

【須田】 ありがとうございました。 

 先生のお話を伺っていますと、１つの問題として、日本の場合のサービス部門ですね、非製

造部門あるいはサービス部門というか、そのあたりの問題というのが非常にクローズアップさ

れていることかと思いますが、ただ、同時に、アメリカの場合も非製造部門における生産性の

向上というのは、いろいろ論議があるところだと思われます。しかし、現実にはかなり両国の

間でいろいろなビジネスの仕方なんかは、かなりくっきりとした違いが出てきているというの

が現状ではないかと思います。そういったサービス部門のところ、あるいは非製造部門全般の

動きもそうなのですけれども、そのあたりの生産性の日米比較、あるいはその背景になるよう
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な原因、そういうところも含めて、西村先生、いかがでしょうか。 

【西村】 サービス部門の日米比較は残念ながらありません。けれども、日本のサービス業に

ついては、実はソフトウェア産業について私はやっておりまして、それを含めてお話をしたい

と思います。 

 先ほど話題になりました建設業というと建物をつくっているだけかと思うのですが、建設業

というのは完全なネットワーク産業なのですね。余り知られていませんけれども。これと同じ

ようなことが、自動車産業にもいえます。これはどういうことかといいますと、コントラクタ

ー、サブコントラクターの関係である種のネットワークができている。そして、昔は完全に例

えばトヨタと日産との間に関係はなかったのですが、実は今はもういろいろな形で実は裏の方

ではすごくつながっているわけですね。こうしたネットワークが重要な産業ということから考

えると、建設業で何が起こったことはある種のネットワークの持つ価値が、基本的には陳腐化

してゼロのなったということなのですね。これは非常に大きな問題になるわけですね。 

 自動車産業はマーケットにさらされていましたから、非常にダイナミックな形でいろいろな

ことが起こり現在まで生き抜いてきたわけです。これに対して建設業は完全に国土交通省によ

ってがんじがらめにされていますから、変わらなかった、あるいは変われなかった。見ればわ

かりますが、例えばトヨタという会社は、今から４０年ぐらい前までは本当に小さな会社だっ

たわけですね。私は、昔のことを思い出すと、日産のグロリアというのは本当にグローリアス

という感じで、たいした会社だと思っていた。それが市場の変化で劇的に変わる。本田なんて

なかったような会社が出てきた。ところが、建設業は大昔にあったあのものがいまだに同じで

すね、鹿島だろうが何だろうが、昔大きかったところが今でも大きいわけです。これは異常な

世界なわけですね。マーケットにさらされていないというのがどのぐらい大きいことか。それ

が、逆に言えば、マーケットにさらされていないところでできてきたネットワークが、マーケ

ットに部分的にでもさらされるようになると非常にもろく崩れるということになるかと思いま

す。 

 サービス産業に戻りましょう。ソフトウェア産業、日本のソフトウェア産業の非常に大きな

問題というのは、アウトソーシングの問題なのですね。私が現在行っている研究の成果をお話

しましょう。アウトソーシングというのは、基本的にはある種のモジュラー化を意味している

わけですが、そこでアウトソーシングすればその意味でネットワーク化が進んで、そして生産

性が上がると思うのが当然です。しかし実は逆の効果が出てしまうのです、マイナスになって

しまう。 
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 これはなぜかというと、これも人間と人間との関係なのですが、一番わかりやすいのは役所

とソフトウェアベンダーとの関係を見ればいいわけです。ソフトウェアベンダーは何をやるか

というと、役所に１円で入札するわけです。１円で入札して、それでバイイング・インをやっ

て得をするかというと実はそうではなくて、１円入札をやって何をするかというと、要するに

役所との関係は非常に強くなるのですが、役所から余り重要でない、どうでもいいようなこと

をいっぱい言いつけられて、それでコストがどんどんどんどん上がって、結局やってみるとと

んとんになってしまうということが起こってしまうわけです。実際にそういうことがいろいろ

な役所で起こっているわけですね。 

 これはどういうことかというと、ソフトウェアでモジュール化をするというのは何を意味す

るかを考えるといい。ようするにやれることとやれないことを明確にするということなのです。

ＩＢＭがなぜこのソフトウェア産業で生き残ったか。ＩＢＭは基本的にはインテグラルなメイ

ンフレームではうまくいかなかった、それから、ＰＣでは惨憺たることになったわけですが、

要するに、いわゆるソリューションビジネスということで持ち直した。そのＩＢＭがやったの

は、基本的にはモジュラー化をする場合の仕様を明確にする、それによってできることとでき

ないことをはっきりさせる。できないことは、それをやるときにはお客さんに料金を払っても

らうというシステムにしたわけです。日本は１円入札でやってしまいますから、そうするとも

う無限に仕様の変更を認めていかなければいけない。これは恐ろしいことです。つまり、簡単

に言えば、発注する側の問題なわけです。発注する側がそういったモジュラー化というものに

対して明解な立場をちゃんととっておれば問題なかった。モジュラー化のシステムというのが

ちゃんとわかっておればそういうことはないのですが、役所の場合はよくわかっていない課長

さんあたりが変なことを言うというのが多いわけです。本当にわかっている人はいない。それ

で困る。 

 そのために何が起こるか。先ほど言いましたように、トップがＥメールができないというの

はやはり致命的なんですね。簡単に言えば、トップのところにモジュラー化が進めば進むほど

最終的な権限も集中しますし、そして、トップの能力に全体的なものが依存してしまうわけで

す。要するに、システムエンジニアがどういうふうに動くかということは、受注者のトップが

どこまできちんとそれがわかっているかということが必要になってきます。つまり、モジュラ

ー化が進めば進むほど、逆に言えば、そのモジュラーがどういうシステムでつくられていて、

何ができて何ができないかということをわかっている必要があるわけです。本来ならばベンダ

ーの方もちゃんとそれを説明しなければいけないのですが、それが旧来の馴れ合いの、明日ま
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でにやってくれやというそのスタイルでやってきた。昔はそれでよかったわけですね。明日ま

でやってくれやということで頑張るうちに、新しいアイデアが生まれてきてコストが下がると

いうことでやってきた。トヨタシステムというのは実はそういうシステムなのです。こんなこ

とを言うと怒られますけれども、本質はそういうシステムなのです。これはインテグラルなシ

ステムではうまく働く。ところがモデュラーなシステムでは全く逆効果になる。だから、そう

いうことができないということが発注者側に分っていないのが、日本のソフトウェア産業の大

きな問題であり、大きく言えば、日本のサービス産業の問題でもあるわけです。 

 先ほど言いましたこの非製造業、特に金融とかそういうところでなぜ生産性が伸びていない

のか。簡単に言えば、ソフトウェアが高すぎるのですね。これも有名な話がありますが、高い

ソフトウェアを買ってきて、最終的には高買いをしているわけです。なぜ高買いをするかとい

うと、逆に言えば、自分で自分の身を絞めることになって、モジュラー化をちゃんと考えてい

ないような変な要求を出してしまう、そのために不要なコストがかかり、そして最終的にその

お金を自分が払うという形になるわけです。 

 だから、その意味で、モジュラー化というのは非常にディシプリンが必要になってくるわけ

です。そのディシプリンというのは何かというと、できるかできないかを明確にするというそ

ういうディシプリンなわけですが、そういったものができないところでｅ－Ｊａｐａｎをやる

と、ますますひどくなるということが私の考えです。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 まだ続けていただくようなお話なのですが、時間が限られている中で、論点として挙げてい

る（１）と（２）、アメリカの経験から何を学ぶかというのは随分もう学んでいるような気が

いたしますので、また、ＩＴの生産性あるいは競争力の問題につきましても、多くのヒントを

いただいたと思っておりますけれども、（３）の、今我々が非常に直面している問題というの

は、不況が続く中、ＩＴは需要、雇用を創出するのかと、この辺につきましてもしご発言があ

ればお願いしたいと思いますけれども、いかがでしょうか。どなたでも結構ですので。 

【西村】 需要を創出するかというと、その需要は２つ考えなければいけないのですね。つま

り、需要は確かにふえます。問題は、それがビジネスモデルとなる、つまりお金を払ってもら

える需要が出てくるかということです。これはよく考えなければいけないということですね。 

 先ほどＰ２Ｐの話がありました。それから、ＩＣＴの１つの大きな特徴として、Ｐ２Ｐもそ

うなのですが、基本的には、何らかの形である種の規制を強めない限り、インターネットでい

ろいろなものがどんどんただになっていくことがあります。その規制をどうやってかけるか。
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デジタルミレニアム法とか日本でもいろいろな形でかけていますが、そうでないケースの場合

には、要するに、ビジネスモデルとしてＩＣＴを使ったものがどこまでできるかという問題に

なってくるわけです。ビジネスモデルとしては私は悲観的です。そして、雇用も変わってきま

す。したがって、私の考えとしては、そういうある種のアメリカ型のＩＣＴをやってもうけて

やるというスタイルの需要の創出というのは、非常に難しいというふうに思っています。逆に

言えば、新しい形の、ＮＰＯ型といいますか、ＮＧＯ型といいますか、そういう形で新しい需

要をつくり出すという形の方が私は将来性があるのではないかなと思っています。 

 それはどうしてかといいますと、例えばブロードバンドの話があります。私はブロードバン

ドは今非常に危ないと思っています。アメリカでブロードバンドで何が起こったかというと、

結果的にはもう累々たる屍の山ですね。この間シカゴの話を聞きましたが、シカゴにあるブロ

ードバンドの能力というのは、現在の伸び率からするとあと １００年間それをいっぱいにする

ことは不可能だと言われているぐらいのものになっているそうです。もちろん室田先生の言う

ように、 １００年もたたず、明日ブロードバンドを全部使うようなキラーアプリが出てくるか

もしれませんが、そうした可能性を除けば非常に難しい状況です。しかも重要な点というのは、

既存のブロードバンドをさらに有効に使うテクノロジカル・アドバンスというのがあるわけで

すね。だから、たくさん使わせるというものよりかは、もっと使えるようにするというものの

方が、今はどちらかというと技術進歩が速い。つまり、需要側の技術進歩ではなくて、供給側

の技術進歩なのですね。その意味で考えるとするならば、おそらく重要なのは需要側の技術進

歩をいかに速めるか。ただ需要側の技術進歩というのは非常に難しい問題があるわけですね。 

まとめると、２つの点がある。１つは、先ほど言いましたように、需要側の技術進歩をいか

に出すか、もう１つは、いわゆるアメリカ型のビジネスモデルではないビジネスモデルを、こ

れはビジネスとは言えないかもしれないのですが、そういうものをいかに作るか。私はいろい

ろなところで、社会投資ファンドというのをいろいろ説明しているのですけれども、そういっ

たアメリカ型ビジネスモデルとは違う新しい「企業」モデル、コーポレートモデルみたいなも

のをつくる必要があるのではないかと思っています。 

  

【須田】 どうもありがとうございました。 

 それでは、ご協力を得まして、ちょうど時間になりましたので、ここでひとまず休憩にさせ

ていただきたいと思います。まだ意見があると思いますが、それはまた後ほどのフリーディス

カッションのところでお願いできたらと思います。 
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 フリーディスカッションの方は４時５分に開始させていただきたいと思いますので、15 分ほ

ど休憩を取らさせていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

                  （休  憩） 

【須田】 それでは、もうおそろいですので、再開させていただきたいと思います。 

 これから１時間ほどはフロアの方のご参加もいただきましてのフリーディスカッションとい

う形をとらせていただきたいと思います。そういった意味で、ご質問等をフロアの方から最初

にお願いしたいと思いますが、全体の運営としましては、３人ずつ単位でご発言をいただきま

して、それを踏まえましてパネラーの方からコメントを述べていただく、そういう形でやりた

いと思っておりますので、よろしくお願いいたします。ご発言の前にお名前と差し支えなけれ

ば所属も教えていただけたらと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、ご質問等ございましたらば挙手をお願いしたいと思います。 

【Ａ】 私もＩＴを少し勉強している立場におりまして、きょうは大変先生方のお話を伺って

勉強になりました。おおむね私自身はＩＴはこれからまだまだ世の中を変えていく大きな力だ

と、そういう立場に立っております。そういうことを申し上げた上で幾つかご質問をいたしま

す。２つか３つさせていただきたいと思うのですけれども。 

 まず最初にＩＴと生産性の関係という話なのですけれども、どうもニューエコノミー論にな

るとすぐに生産性に着目する傾向があるのですけれども、私はこれはちょっとおかしいという

気が実はしているんです。生産性が大事だというのは、恐らくインフレ基調の高圧経済のもと

では、生産性をいかに高めるか、それによって供給側の天井をいかに高めるかということが大

事であろうし、それからもう１つは、国際競争というものが大きな意味を持つときに、自国の

競争力をいかに高めるかという意味で、生産性が大事だったと思うんですね。ところが、今、

世界的にデフレぎみの経済になって供給量が過剰になっているわけですね。それから、企業ご

との生産性競争というのはあり得るでしょうけれども、これだけ企業が国際的に合従連衡しグ

ローバライズしている中で、一国の生産性あるいは競争力というものを議論することが余り意

味がないような気が私はしています。 

 そういう意味で、生産性、雇用ということを考えますと、普通に考えれば生産性と雇用はト

レードオフにあるわけですね、生産性が高ければそれだけ雇用需要がなくなるわけですから、

需要が一定である限り。事実、日米欧で生産性と雇用の関係をＯＥＣＤが調べていますけれど

も、もちろんアメリカの場合は、生産性も伸び、雇用も伸びた。ヨーロッパは、生産性は伸び

ないけれども雇用が伸びていますね、９０年代は。日本は、生産性も伸びないし、雇用も伸び
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ない。恐らく日本の場合には何か日本の特殊的な要因があるのでしょうけれども、問題はアメ

リカで生産性が伸びながらなぜ雇用が伸びたのかという、まさにそこがパラドクスだと私は思

うんです。そこの原因をちゃんと見るということがとても大事で、今回の論点も第３番目にＩ

Ｔの雇用あるいは需要の創出というテーマがあって、これは非常に時宜を得たテーマだと思う

のですけれども、生産性のグロース・アカウンティングをやることも大事だとは思いますけれ

ども、もう少し、特にアメリカの９０年代を実例にして、ＩＴがどれだけ需要創造に実際につ

ながったのかと、アメリカの場合は恐らく非製造業、サービスを中心にＩＴをうまく使う形で

新しい需要が生み出されてきた、新しいビジネスも生み出されてきた、そこの姿をトレースす

ることが日本の雇用を考える上でもとても大事ではないかと思います。この点が１つです。 

 ２つ目は、どの先生方も、ＩＴについてはアメリカはうまくいっている、日本はどうもまず

いという日本悲観論でいらしたのですけれども、私は９０年代のアメリカというのはＩＴ先進

国あるいはＩＴ先行国、フロントランナーとしてのいわばモノポリー、独占的利益を得ていた

フェーズであって、これから恐らく世界的にＩＴというものが広がっていく、日本やヨーロッ

パから、あるいはアジアを含めて言えば、キャッチアップの段階に入ってくる。そういう意味

で言うと、むしろアメリカの独占的なＩＴ先進国という地位が脅かされて、アメリカは今まで

のような一人勝ちではいかなくなるのではないかという気がしています。この点はいかがでし

ょうか。２つにとどめておきましょう。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 それでは、ほかの方でございましたら挙手をお願いいたします。 

【Ｂ】 皆様方がご質問を考える間にちょっとご質問をしたいと思います。 

 自社開発とかの受注のソフトが下がっているということが、余りよくないというようなイメ

ージでお話をいただいたと思うのですけれども、まず、カスタマイズされたソフトではなくて

パッケージソフトに置き換えれば非常にコストが安くなりますので、それはむしろ生産性を上

げることではないかと思うのですけれども、それについてはどうお考えなのかということを宮

川先生にお聞きしたいと思います。 

 それから、収穫逓増であるということがこのＩＴ産業について言われるわけですけれども、

そうしますと、もし収穫逓増であれば当然もうからなくなる、社会にとってはいいことですけ

れども、企業にとってはもうからなくなりますね。そうすると、そういうことはどう考えたら

いいのかということを西村先生に教えていただきたいと思います。 

 それから、先ほどのご質問の方の質問とちょっとダブりますけれども、日本が遅れていると
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いうことはこれからキャッチアップできることですから、キャッチアップというのは日本の得

意技ですから、これから日本はよくなるのではないかというそういう見方はできないのかとい

うことを室田先生にお聞きします。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 ほかの方、よろしいでしょうか。 

 それでは、ひとまず今お二人からご質問をいただきましたが、最初の方からのご質問は特段

ご指名はございませんで、次の方からのご質問はご指名がありますから、先にご指名の方から

答えていただけますでしょうか。 

 それでは、宮川先生。 

【宮川】 どうもご指摘をありがとうございます。 

 自社開発ソフトを含めてソフト全体が９２年でピークを打っているということ自体がいいか

どうかということよりも、他国と比べて奇妙な現象だということを申し上げたつもりなんです。

必ずしも日本のソフトが、私自身も効率よく投資されてきたとは思っていません。ですからこ

そソフト投資を、例えばＴＦＰ等に回帰したりしてみますと、ソフトの投資というのは全然生

産性向上に寄与していない。逆に言えば、先ほどまさに西村先生がおっしゃったように、もっ

とアメリカのように、何ができるかできないか、モジュール化というか、形式をはっきりさせ

るような方式を貫いていれば、もっとＩＴといいますかソフトの部分は日本の生産性の向上に

寄与していたのではないかと思っております。むしろ、そういういびつな状況というんですか、

自社開発ソフトで重複投資が起こってきたような状況を変えていく過程というのが恐らく９０

年代にあったのだろうと思いますが、まだまだ充分ではないのではないかと思うわけです。 

 それから、ついでにちょっと、１番の方しか私はお答えできないような気がするのですけれ

ども、最初の方のご意見にも私なりのお答えをさせていただくと、確かに、今、ＩＴだけでは

なくて、景気全体で供給サイドから見るのか需要サイドから見るのかという議論があります。

確かに供給サイドだけを見てＩＴ資本蓄積がどれだけ寄与したかというのはおかしいというよ

うな気もしますけれども、ただ、需要から見れば、アメリカが既に新しい需要というかビジネ

スをつくってくれているわけですね。それはかつての高度成長時代の日本のように、いい洗濯

機が欲しいとか、いい自動車が欲しいとか、いいテレビが欲しいというのと同じように、例え

ば早く飛行機の予約ができるシステムがいいとか、銀行の振込が自宅でできる方がいいとか、

いろいろなシステムがある意味で提供されてきていると思うんですね。 

 問題は、さっきも言ったように、需要側がその技術を受け入れていくというところまで行け
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ば、初めて需要と供給がマッチしていって新しい需要が生まれてくるのではないかなという気

がしていまして、確かに需要も必要だと思うのですけれども、マッチングというんですかね、

需要と供給のマッチングが、ずれている状況が今続いているのかなという気がします。ただ、

それは日本特有の問題だけではありません。先ほどちょっと８０年代の例を出しましたけれど

も、例えばアメリカの自動車産業は、８０年初めにはもう石油をがばがば消費するような車し

かつくれないのだけれども、消費者の方は意外と今度は石油が上がっているのだから、省エネ

ルギー型の燃費のいい自動車を欲しているというときに、ある意味で供給サイドが供給できな

いというような状況と少し似ている、需要と供給のミスマッチという意味では似ているのでは

ないかなと思うのですけれども。 

【須田】 ありがとうございました。 

 それでは、西村先生、収穫逓増のところを。 

【西村】 ハラダさんのおっしゃるとおりで、ＩＴが収穫逓増であるとすると、皆様ご存知の

ように、基本的には自然独占という形になるわけですね。収穫逓減というか、もっと激しいこ

とが起こっていまして、ＩＣＴの場合、特に完璧な形でコピーができるわけですね。本当は完

璧にコピーできないといういろいろな説があって、例えばウェブファイルをＣＤあるいはＣＤ

Ｒに焼いたときに同じようにならないとか、いろいろな議論もいろいろあるのですけれども、

それを別とすれば、基本的にはほとんどもう実用上は問題ない形で完全なコピーができる。完

全なコピーができるというのを物理的に考えますと、しかもそれはＣＤＲに焼く必要がなくて、

単純にインターネットでやり取りができるという形になれば、要するに、リプロダクションコ

ストはゼロなわけです。リプロダクションコストがゼロであれば、もう経済学が教えているよ

うに、マーケットでは価格がゼロになるわけですね。したがって、ビジネスモデルとしては成

立しなくなるわけです。 

 それがまさに今大きな問題になっているわけで、何をやるかというと、結局、どこに付加価

値を見出すかというのが今いろいろな問題になっているわけで、私は、経済の方もやっていま

すけれども、経営の方も非常にかかわりが深いものですから、経営の人たちと話したり、自分

でいろいろコンサルをやったりしているときの感覚からしますと、基本的には、どこでもうけ

るのか。今までＩＣＴでもうかるとみんな思っていたのにもうかっていないわけですね、どう

やったらいいのかが今全くわからなくなってみんな困っているわけです。そうすると、そこに

必要になってくるのは、１つ大きな発想の転換といいますか、どこでプロフィットセンターを

つくるかということなのです。 
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 ただ、ＩＣＴで絶対にできないものというのが実は１点あります。それは何かというと時間

なんですね。つまり、欲しいと思ったときにぱっと出てくるというのはＩＣＴではできません、

ここまではできません。したがって、ＩＣＴモデルで物ができるとすると、結局それはまさに

オンディマンドのところが出てくるわけです。オンディマンドのところは収穫が逓減する部分

になりますので、オンディマンドで本当にぱっと出てくるという、そういうところは出てくる

と思います。そこら辺のところは昔日経新聞なんかにも書いたことがあるのですが、その辺の

ところの考え方は私は考えは変わっておりません。それ以外は、基本的には、もし何らかの形

でいろいろな形の規制がない限りはほとんどゼロになっていく。したがって、普通の形のビジ

ネスモデルをつくるのは非常に難しいということになります。これがさらにカーナビとかそう

いったものになっていきますと、その問題はさらに深刻になっていきますので、そういうこと

はやはり考えなければいけない。 

 特に、先ほど言ったように、Ｐ２Ｐとかそういった形でいろいろなものが出てきますと、基

本的には、どこでプロフィットを取るかというのが物すごく難しくなるわけですね。私の考え

方というのは２つに分ける必要がある。先ほど言いましたように、オンディマンドで、要する

に時間で売ると、欲しいときにぱっと出てくる、歩いているときに何かひらめいたら、すぐに

ぱっとそれが情報として取られるという形で付加価値をつけるか、それとも、もしくは、何ら

かの形で規制をかける、この前も規制をかけたデジタル・ミレニアム法なんかでも見れるよう

な同じような形ですが、何らかの形で規制をかける。それを有効にするためのさまざまな方策

を考えるということなんですね。この２つしか恐らくないだろうと。その意味で、私はインタ

ーネットというのはプロパラレタリーな、ある種の半分オープンな、しかし半分クローズドな

ネットワークが出てくるだろうというので、実は携帯の３Ｇにそれを期待したのですが、余り

うまくいっていないようですけれども。 

 それから、ほとんどすべてのものがゼロになっていく基幹インターネット部分、そういう部

分に分かれていくだろうと。その基幹インターネット部分に関しては何が起こるかというと、

これは一種のいたちごっこが起こるわけで、その意味で創業者利得だけはあげられますけれど

も、そういった創業者利得をどうやって長引かせるかというのが大きな問題で、そこではデジ

タル透かし、暗号化、そういったものが重要になってくるというふうに思います。いかにそう

いったものをうまく使っていくかというのが重要になってくるわけで、皆さんご存知のように、

今はレコードとかＣＤなんかにはそういった技術がいっぱい使われているわけですね、それか

ら、インターネット上の認証システムといったものに使われているわけです。でも、これはは
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っきり言って数カ月か６カ月か１年のうちに必ず破られます。しかしその間には創業者利得は

得られますから、それをいかに取るか、さもなくば、マイクロソフトのようにいくか、その３

つぐらいしかないというのが私の考え方で、恐らく、経営をやっている人たちとお話をしても、

非常にグルーミーですけれども、そういうことがあるだろうと。 

 ただし、何度も言っていますけれども、雇用ということから考えれば、そして、社会構成か

ら考えれば、ＩＣＴがあるということは社会構成上は非常にいいわけですね。やはり本当に便

利になって、いろいろなことができるようになるわけです。だから、どういうことかというと、

それをビジネスにしてもうけようとするともうからないということですから、発想を転換して

もうけなければいけない。要するに、ＮＰＯ、ＮＧＯスタイルのそういったもの。しかし、そ

れはもうけるつもりでやるわけではなくて、新しいコーポレートのビジネスの仕組みというも

のをつくるということがやはり重要なのではないかと考えます。 

 それから、ＩＴの需要創造という話と先行処理策という話ですが、それについてお話します

と、アメリカの景気がよくなったのは、ＩＣＴというのは３本のうちの１つだけですね。アメ

リカの景気というのは物すごく単純に言いますと３本柱。１つは何かというと、ＩＣＴを通じ

る投資、ＩＣＴの需要ではなくてＩＣＴの投資です。これは物すごく大きなものだったわけで

すね。 

 それからもう１つはリファイナンス、つまり、金融の革新を通じる、これにはＩＣＴも絡ん

でいるわけですが、基本的には金融のアンバンドリングをしたさまざまな金融商品、特にその

中でもＭＢＳの部分が非常に重要な役割を果たした。アメリカに行っていろいろな人と話をす

ればすぐにわかりますが、特に家の価値の増加を使ったモーゲージのリファイナンスというの

が物すごく大きな役割を果たしています。それが１つ。 

 ３番目は自動車です。これは先ほどエネルギーの問題で８０年代に問題がいっぱい起こりま

したが、実は９０年代に入ってアメリカは劇的に変わったわけです。何をやったかというと、

エネルギーを使うものを先行処理したわけです。それは何かというと、ＳＵＶです。このＳＵ

Ｖというのはトラックです。正確に言うと、現在、日本がつくっているものは実はパッセンジ

ャー・カー・ベースのものなのですが、アメリカでＳＵＶが最初に出たころというのはトラッ

クです。トラックの後ろをこてこてっとやって、物すごい値段で売って、それが爆発的に売れ

たというのがすごくあるわけですね。アメリカのトラックというのは完全にモジュラーでつく

られていますから、ご存知のように、基本的にはシャーシの上にぽこっと乗せているだけです

から、それがしかしアメリカの中では非常に売れた。実はそれは邪道だというので日本のメー
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カーはつくらなかったので、日本のメーカーはひどい目に遭ったわけですけれども、それは売

れた、いまだに売れ続けているわけです。この部分は非常に大きなインパクトをアメリカの経

済に与えています。実は今日本の苦境というのは何が起こっているかというと、このアメリカ

の自動車産業の状況が去年の９月１１日以降悪化してきているというのが問題になってきてい

るわけで、これでいろいろなところでドル安政策をするというようなことが出ていますから、

そういった問題が実はこの問題に絡んでくるわけです。 

 この３本柱のうちＩＣＴというのは基本的には需要では投資需要というところで出てきたと

考えていただいた方がいいと思います。基本的には、ＩＣＴの需要側といいますと、そんなに

大きなキラーアプリがあったわけではありませんので、少なくとも９０年代直近では余り大き

なインパクトはないと考えた方が正確だと思います。 

【須田】 ありがとうございました。 

 これは最初の方のご質問にも回答が今もうある程度入っておりますけれども、お二方のある

意味の共通の日本悲観論に対して、むしろキャッチアップは日本は得意だから、かえってこれ

からいいのではないかというお話、あるいは、アメリカの非常に一極集中的なＩＴ先進国家型

が、だんだん分散していくのではないかというようなご意見、これは両方をまとめた形で、室

田先生、お願いできますか。 

【室田】 キャッチアップに関して言うと、これはさまざまな議論があると思いますけれども、

日本の場合はちょっと難しいかなと思っています。なぜかというと、自動車と携帯を比べてい

ただければわかるのですけれども、車の場合は、車の技術的特性は余り変わらないですから、

それに対してより質がよくてより安いものを出せば競争になるわけです。しかし、例えば携帯

の場合は２週間ごとに新機種が出てくるわけですね。ノキアはそれができるわけですね。とこ

ろが、日本メーカーはなかなかそこまで対応できない。残念ながら、本来ならばあんなもの日

本が一番得意なはずですね。非常に小さいところにたくさん詰め込んでいろいろな機能をつけ

るというのは、一番日本が得意なはずですけれども。しかし２週間ごとにどんどん新しいもの

を出していくというそのスピードに、残念ながら追いつけていけないようです。しかも世界標

準の技術を取れなかった。例えばヨーロッパのＧＳＭは残念ながら日本のモデルとは違います

ね、ですから、３Ｇ、今の第三世代で取ろうとしているわけですけれども、ちょっとそれもい

ろいろと問題があるということです。逆に言うと、携帯みたいにＩＴ商品は、先ほどからご議

論にあるように、非常に早く変化して内容が変わり、あっという間に市場は取れるけれども、

あっという間にそれは陳腐化されてしまう。こうした市場に対応するような業態に、日本企業
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はどうもなっていないという感じがするわけです。 

 ですから、むしろアメリカに対するキャッチアップはむしろ別な国、例えばソフトで言うと

例のドイツのＳＡＰがありますね、それから、インドのさまざまな企業、もしくは中国の企業

といったところがあっという間にキラーアプリをしてきて、世界を占有してしまう可能性があ

るのではないか。今日本のやり方でやる限りは、ちょっと言い方は悪いけれども、too late, 

too small といいますか、ちょっと遅いのではないかというのが私の印象です。もしもご反論

があればぜひ伺わせていただきたいと思います。 

 それから、需要の話は、西村先生のお話に続きますけれども、最近と言ってもちょっと前で

すけれども、スイスのある投資銀行のエコノミストが非常に面白いペーパーを書いています。

それはもう本当にそうだったら大変だねという話で、みんなはコピーを見ながら首をかしげて

いるのです。どういうことかというと、「ＩＴの成果は企業が享受するのか、それとも消費者

が受けるのか」ということがタイトルです。結論は、さまざまな論証があるのですけれども、

消費者だと言うんですね。ということは、どうもＩＴ革命というのは今の形での企業がもうか

る、先ほどの言葉で言えばビジネスモデルがあるということではないかもしれない。むしろ消

費者が市場を経由しないでメリットを受ける。つまり、我々がインターネットを使い、もしく

は我々がパソコンを使い、我々がいろいろなものを使って、例えば遠隔地の人とＩＰ電話を使

えば、それこそアメリカの人と何時間話をしてもそうお金はかからないといった意味で、消費

者が便益を受けるのではないかということです。これは、現在のビジネスがとは異なります。

つまり、従来の形で考えれば、生産者というのがいて、生産者がさまざまな製品を供給するこ

とによって、消費者が効用を高めるという話です。しかしこの構造自体が非常に変わりかけて

いるのではないかという問題提起です。もしもそうだとすると、実は我々が前提としている企

業メカニズムということと、今のＩＴ革命の成果をどう享受するかということとは、非常に大

きな基本的な矛盾が、もしかしたらあるのかもしれません。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 ＩＣＴの難しさというのがだんだんわかってきたような気がいたしますけれども。 

 水野先生、以上の点につきましてコメントをお願いします。 

【水野】 私がお答えできるというのは、生産性と雇用の伸びのところでちょっとご紹介させ

ていただきたいことがあります。 

 アメリカがどうして生産性がふえて、なぜ雇用がふえたかということ、日本はその反対で両

方ともふえないかということに関係するかと思います。アメリカの場合は、９５年から生産性
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が屈折して上がったときには、成長率は平均しますと ３．９とか４％成長、潜在成長率は幾ら

高く見ても３とか ３．５％ですから、かなり潜在成長率をオーバーする需要が発生しました。

これは需要項目で見ますと消費の寄与度が非常に大きい。個人消費が実質ベースで４％近くふ

えました。これは、貯蓄率が改定されて一時は０．３％まで下がってまた４％台ですけれども、

改定する前の貯蓄率はゼロだったり、少しマイナスだったりするという、貯蓄率が大きく下が

ることによってアメリカの個人消費がふえました。ということは、これは、ＩＴ革命イコール

ニューエコノミーと、もう１つは、巨額の経常赤字をふやしても金利は上がらない、それと同

時に、国際資本移動性を完全にできるような、貯蓄率が低くても高い投資ができるような、そ

ういう海外の貯蓄をかなり自由に使えるような仕組みを、ルービン財務長官が中心になって作

り上げたと思います。それで家計は高い資産価値が、消費性向なんかを見ますと、相当資産効

果で消費が伸びるという、そういう結論が出てくると思います。 

 それは、反対に、日本の消費性向を家計調査報告ではなく、国民所得勘定の方でも計算して

みたのですが、90 年代を通して消費性向が下がってきている。その要因は資産効果がマイナス

に働いていたり、収入の将来不安が高いといったところが、どうも消費を抑制しているという

ような結果が出てきました。 

 そうしますと、日本は本来 １，４００兆円の個人貯蓄残高がありますから、アメリカのよう

に海外の貯蓄を自由に利用できるなんていうことをわざわざつくらなくても、本当は国内に豊

富な貯蓄があるはずでありますから、やはりどうやって個人が将来不安をなくして貯蓄できる

ようなそういうことを制度的に、いろいろな将来不安がいっぱいあると思いますけれども、着

実に不安をやわらげていく、あるいは不安の最大限はここまでですよということを明らかにす

るということが必要で、日本はアメリカにないプラス点を持っているわけですから、それをど

うやって生かすかということで１つの参考になるのではないかなと考えております。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 それでは、ほかのフロアの方、ご質問等がありましたらまたお願いしたいと思います。 

【Ｃ】 テクニカルな質問になるのですが、先ほど西村先生がデータを取るときには注意をす

るようにというお話があったかと思うのですが、宮川先生の資料の方で、１０ページと１１ペ

ージに「労働市場の流動性指標」と「資金市場の流動性指標」というものがございます。これ

の計算方法、それから、アメリカの場合も同じような計算方法で数字が出てくるのかどうかと

いうこと、それから、アメリカの場合に、同じように計算しますと、日本とはかなり違った結

果が出てくるのかどうかということについて、お答えいただければと思います。 
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【須田】 ありがとうございました。 

 ほかにご質問等はございますでしょうか。 

【Ｄ】 ＩＣＴが生産性を上げるという議論は重要だと思うのですが、実は２つのルートがあ

ると思うんですね。１つは、これは多分常識的な考え方で、ＩＴ投資をすると普通の面での生

産性が上がるということですが、もう１つあり得るのは、ＩＴが研究開発活動の効率を上げる

と、つまり、今までと同じ資源を研究開発に投入しても、例えばコンピューターを使ってデザ

インができるとか、あるいはコンピューターを使って実験をすれば、風土実験をしなくて済む

とか、そういう意味での効果というのがある。後者がどのぐらい重要なのかということを私は

割合重要なポイントだと思っておりまして、例えば今この時点でＩＴ化が止まっても、後者の

影響は永続的であって、成長率は多分上方にシフトする、前者のことだけであれば生産性上昇

効果は止まってしまうとか、あるいは、生産性上昇効果を継続するときの定式化、ちょっと技

術的になりますが、それのどちらを取るかで違ってくると。それから、先ほどから議論になっ

ているＩＴ化の利益をだれが取るかというようなことに関して、後者の重要性をどのぐらいと

考えるかによって多分違うのだろうと思うのですが、そういう議論がどれぐらいあるかという

のを教えていただきたいと思います。それから、日米の比較を議論するときでも、日本が遅れ

ているのはどちらなのかというようなことも、多分重要なポイントになると思いますので、教

えていただければと思います。 

【須田】 ありがとうございました。 

 よろしければ今のお二方の質問にまずお答えしていただきたいと思います。 

【室田】 ちょっとよろしいですか。２番目の方が簡単といいますか技術的な問題なので、ち

ょっと簡単に申し上げておきたいと思うのですけれども。 

 私のプレゼンの１７ページ目のところをごらんいただきたいのですけれども、そこのところ

に Cummings & Violante という人のやったところに、今おっしゃったＲ＆Ｄの計測が入ってい

ます（Review of Economic Dynamics ５, ２４３－２８４, ２００２）。ただし、結果はは

っきりは覚えていませんが、インテリディターミナルともどっちとも言えないという話だった

ような感じがします。この論文をまずごらんになるのが一番よいのではないか。多分、西村先

生とかほかの先生はもっとお詳しいでしょうけれども、私の知る限りではこの論文はそこを扱

っているような感じがします。 

【西村】 質問の意味がよくわからなかったのですが、これはキャピタルディープニングか、

それともいわゆるＲ＆Ｄとか、そういう話ですか。 
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【宮川】 Ｒ＆Ｄを通じてということでしょう。 

【西村】 でも、Ｒ＆Ｄを通じてもしやったとしても、例えばコンピューターに対してきちん

とマーケットが支払っていれば、それはキャピタルディープニングになりますよね。それの部

分に関してはＴＦＰの成長率に入らないから。 

【室田】 それを分けるわけです、そういう形で。 

【西村】 ＴＦＰの部分を分けるということですか。 

【室田】 そういうことです。ですから、企業のミクロのデータを使うわけで。ただし、結果

ははっきり覚えていないのですけれども、はっきり出てこなかったような感じがしますので。 

【西村】 ＴＦＰをネットワークディレクトとか細かく分けるわけですね。 

【室田】 分けるわけです。ですから、それをとった残りのＴＦＰはマイナスになってしまう

わけです。 

【須田】 もう一回質問をしていただけますか。 

【Ｄ】 ちょっと質問が悪かったかもしれませんが。 

 研究開発活動というのを何かインプットとアウトプットを規定する関数みたいなもので明示

しているわけですけれども、その関数の効率性に変化を与えているかどうかということなので

す。そこにＩＣＴが影響を与えているとすると、簡単に言いますと、従来と同じ研究開発投資

をしていても、研究開発のスピードが早くなりますから、成長率は上昇を示すのではないか、

そういう面です。そこの効果というのは、普通の生産性の効果とは多分違うのではないかと思

うのですけれども。 

【西村】 今の話ですとやはりＴＦＰの成長率の話という形になりますから、そのお話をしま

すと、これは人によって結果がいろいろと違うので、物すごくセンシティブなもので。 

 まず１つ言えることは、私とスタイローは同じ結果が出ているのですけれども、基本的には、

ＩＣＴ製造産業を入れるか入れないかで劇的に違います。ＩＣＴ産業を入れないとポジティブ

な効果というのは消えます。ＩＣＴ産業を入れると入ります。というのはどう考えるか。少な

くともＩＣＴ産業にスペシフィックな話として考えるのか、それとも、ＩＣＴ産業も入れた全

体のピリブレッションの方を信じるかどっちかによって大きく違いが出てきます。それが１点

です。 

 それからもう１つは、こういった私の研究とかスタイローの研究というのは、産業内のエク

ストラナリティーの研究なんですね。産業を超えたエクストラナリティ－の研究というのは宮

川さんがなさっていますけれども、これはもっと難しい問題があって、インプット、アウトプ
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ットでどこの産業の、Ｒ＆Ｄのものにどのほかの産業が絡んでくるかという話になってきます

ので非常に難しい問題があって、これは、宮川さんはポジティブな結果を出しましたが、私は

それに対しては……。 

【宮川】 製造業では出るけれども、非製造業ではなかなか出ない。 

【西村】 私は製造業にも出ないと思いますけれども。非常にセンシティブな議論で、逆に言

えば、余りマクロというかアグリゲートで考えても仕方がないかなという気がしています。や

はり、どちらかというと、本当にマイクロな企業レベルの話で考えた方がいいのではないかな

と思っています。 

 これは私の範疇ですけれども、これは企業によって相当違うのではないかなという気がしま

す。だから、企業別のデータベースというのをちゃんと、これはＩＴに関してはないのですけ

れども、企業別のデータベースをちゃんとつくれば、恐らく企業によっては非常にそういった

エクストラナリティーになる企業とそうでない企業というのが出てきて、恐らくそのエクスト

ラナリティ－のある企業は非常に高い成長率を持つ、それに対してエクストラナリティ－のな

い企業はもうだめというのが明確に出てくるのではないか。それをアグリゲートしてしまうた

めに、よくわからない結果になるのではないかと、本当のマイクロの企業レベルの話をいろい

ろと聞いていると、そういう気がいたします。例えばトヨタやソニーなんかはポジティブな結

果が出ると思います。だけど、ほかの企業で果たしてそういう結果が出るかにどうかはまだ疑

問だと思います。 

 その意味でも、マクロで考えるよりかはミクロで考えた方がいいというのが私の印象です。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 それでは、最初の方の質問に対して。 

【宮川】 それでは、最初にご質問のあった件についてお話いたします。 

 これはちょっと専門的になるものですから、余り詳しく申し上げなかったのですが、基本的

には、これは、当時カリフォルニア大学サンディエゴ校にいたデビット・リリエンという人が

1982 年に発表した論文で、人によっては「リリエン・メジャー」とも言う指標です。 

 もともとリリエンは何を言ったかというと、セクターごとといいますか、産業ごとによって

成長率がいろいろ異なってくるわけですね。例えば先ほど申し上げました電気機械では、非常

に成長するかもしれないけれども、農業では労働は減っていくというような状況がある。もし

ダイナミックな経済であれば、経済全体の平均的な雇用の伸び率または変化率に対して、例え

ば電気機械が非常に高ければ、それだけ伸びている産業と平均の産業との差は大きいわけです。
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また、衰退産業はマイナスになりますから、ある意味では平均的な労働の変化率の差は大きい

わけです。その差を距離としてとってやって、その距離を加重平均したような形にすると、こ

ういうメジャーができ上がるわけですね。 

 ですから、数値が高ければ高いほど経済は、ダイナミックに動いている。つまり、ある産業

では平均に比べて雇用がどんどん吸収されているし、ある産業では平均に比べて雇用がすごく

減少している。例えば日本の高度成長期をとれば、石炭産業ではどんどん人が減っていて、自

動車産業とか鉄鋼産業では雇用がどんどんふえている。同じ５％の平均でも、すべての産業が

５％の成長率をしているときには、このリリエン・メジャーというのは非常に低いわけで、産

業ごとの変化が激しいときに一番リリエン・メジャーが高くなるわけです。ですから、そうい

う意味で、伸びている産業と衰退している産業が両方あって、そこで労働が移動している場合

には高い値が出るということで、流動性のメジャーというふうに考えていまして、これは最近

でも専門の論文にもよく使われております。私の場合は、この労働については国民経済計算の

就業者をとっておりますし、もっと細かいデータであれば労働力調査をとればいいということ

になります。 

 それから、資金市場の方は、こちらも最近日本銀行の方もつくっておられる指標です。これ

は日本銀行の統計で、業種別の貸出と産業別の貸出を同じように考えればよくて、伸びている

産業のところへは資金の貸出が平均より多く、また、ある産業からは資金の回収が大きければ、

この流動性指標は高く出てしまうわけですね。そういう意味で、同じような資金の流動性の指

標に使うことができるということになります。 

 アメリカでも同じようなことができるかどうかということですけれども、労働は当然既にデ

ビット・リリエンという人がやっているわけですから、これはできると思います。残念ながら、

これは水野さんの方がお詳しいかもしれませんけれども、アメリカで業種別の資金の伸びとい

うか貸出の伸びがとれるかどうかはわかりません。また、それに意味があるかどうかは疑問で

す。つまり、日本の資金調達市場では銀行貸出というのがかなりの部分を、中小企業に至って

は８割ぐらいを占めているわけですから、意味があるわけですけれども、直接金融市場がある

場合にそこまでとれるかどうかということがあると思います。そこまでとらないと、アメリカ

の場合、資金の流れを全体的に把握したことにはならないのではないかなという気がいたしま

す。 

 詳しいことにつきましては、１つの参考は日本銀行の調査統計局のワーキングペーパーがあ

りまして、才田さんという方と関根さんという方がワーキングペーパー０１－１６というので
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発表されていますから、多分これはホームページでも取れると思います。タイトルは、「貸出

を通じた部門間資金再配分のマクロ的影響」というものでございます。 

 それから、あわせまして先ほどの方のご質問にもお答えしたいと思います。 

 基本的には西村先生と解釈は変わらないと思うのですけれども、多分、先ほどの方の場合は、

いわゆるＲ＆Ｄというものがアウトプットで、ＩＴというのがインプットになったときに変わ

るというような形を想定されているのだろうと思うんですね。だから、もし今度ＴＦＰとの関

係をとるとすれば、ＴＦＰとＩＴという直接な関係をとるのではなくて、テクニカルに言えば、

もしＲ＆ＤとＩＴに相関性があれば、その操作変数法みたいな形で計算をしてみたときに意味

があるかどうかという、そういうことではないかなと想像するのですけれども、残念ながら私

はそこまではやってはおりません。ただ、最近、産業別のいろいろなデータをＩＴだけではな

くてＲ＆Ｄ等についても整理していますので、このようなご指摘というのは非常に興味深いの

で、考えてみる価値があるのかなという印象を持ちました。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 それでは、そろそろ時間も近づいてきましたが、論点にこだわるわけではないのですが、今、

我々がといいますか、今、日本が何をすべきか、政府も含めて何をすべきかということをもう

ちょっとクリアにしておきたいなと思いますので、できれば４人の先生にそれぞれ、今ＩＴに

関して何をすべきかと、これは政府であっても、あるいは企業であっても、消費者であっても、

だれがということは言いませんけれども、今何が一番必要なのだろうかという観点から、一言

ずつお答えいただけませんでしょうか。 

 よろしければ、室田先生。 

【室田】 先ほどからの私の議論の続きとすれば、多分、退出を容易にさせることが非常に重

要だと思いますね。これはかつて例があるわけで、昔、繊維産業、機織が非常に衰退したとき

に、機織の機械を政府が買い取ったわけですね。そういう形で、退出を非常に円滑化させた例

があります。 

 ＩＴ関係には、政府が余り手を出していただきたくないというのが私の個人的な感じです。

けれども、退出の方は政府の役割は非常に有効です。例えば、業種を余り挙げると問題が出る

かもしれませんけれども、例えば鉄鋼とか化学とか、方々でオーバーキャパシティが出ている

わけで、そのオーバーキャパシティの分野の一番効率の悪いところの償却を早めるということ

が、逆に言うと産業再生にとって非常に重要なことだろうと思います。ＩＴ関連は余りいろい

ろとお手をお出しにならずに、退出の方をなるべく円滑にするようにしていただきたい。廃棄
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した装置をどんどん買い上げるなり何なりでも構いませんから、一番効率の悪いところからど

んどん、車でもオーバーキャピタルが目立っていますけれども、廃棄するようなことをやって

いただけるといいのではないかなというのが私の感じです。 

【須田】 ありがとうございました。 

 それでは、宮川先生。 

【宮川】 私は最後のページに「ＩＴ化の課題と政府の役割」というのを書いておりますが、

それにつけ加えるとすれば、やはり日本経済全体の問題だと思います。西村先生もちょっと指

摘されたことだと思いますけれども、広くＩＴを利用した活性化ということを考えるとすれば、

仕事のやり方を変えていくということではないかなと思います。ＩＴを通じた仕事のやり方と

いうのは、スピードやあまり上部までヒエラルカルに決定を上げていかないということとか、

若い世代の人に仕事を任せていくこととか、その仕事のやり方を日本の企業が変えていかない

と、ＩＴをうまく活用できないのではないかなと思います。先ほどちょっと挙げました、やは

り銀行統合なんかの場合の仕事のやり方というのは、反面教師ですけれども、その逆のケース

なのではないかなと思っております。ＩＴを軸に仕事のやり方を変えていくことで効率性を上

げていくということが、これからは大切なのではないかなと思っております。 

【須田】 ありがとうございました。 

 水野先生、お願いします。 

【水野】 私は、ＩＴ社会に向かっていくときに、ＩＴに対する需要が出てくるような、そう

いう仕組みをつくるということだと思いますので、１つは、先ほども少し申し上げましたが、

貯蓄を消費あるいは投資に向けることができるような仕組みをつくっていくということが大事

だと思いますので、それはやはり将来に対する不安といいますか、制度改革につながると思い

ますが、年金とか医療とか介護とか、そういう最大限のリスクはこれだけだということがまず

わかるということであれば、日本の全体の貯蓄が過剰化－－ひょっとしたら過少かもしれない

と思いますが、それがわかってきて初めて行動に出られるのかなと思います。 

 もう１つは、先ほど室田さんがおっしゃったように、退出のルールということが非常に大事

ではないかと思います。これが起きませんと新しい産業への資源のシフトというのが、システ

ムが固定化されて新しい産業へのシフトがなかなかできないという、先ほどの宮川先生の資料

の労働市場の流動性比率が低いとか、そういうところに関係してくると思います。だから、退

出のルールを明確にするというのも、本当は金利機能が有効だと思いますが、これはゼロ金利

を今解除するなんていうのはとてもできないでしょうから、そうしましたら貸出金利を通じて
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ということになると思いますので、これは恐らく金融庁の検査を通じてということになると思

いますので、それは今後も厳格化していくということにつながるのではないかなと思っており

ます。 

【須田】 ありがとうございました。 

 それでは、最後に、西村先生、お願いします。 

【西村】 非常に難しい質問なのですが、２つ考えなえればいけないと思います。 

 １つは退出のルールということですが、基本的に今最大の問題というのは、まず１つは、こ

の 90 年代を通じて出てきたいろいろな負の遺産に関して、どのぐらいの負の遺産があり、それ

をどういう形で解決しなければいけないか、ということに関しての見通しが全くできていない

こと。例えば何兆円かかるか、恐らく３桁の兆円になると思いますけれども、それの部分に関

してあたかもそれがないかのように、いろいろなところでそういう議論がされているというの

は大きな問題で、逆に言えば、水野さんを差し置いてなのですが、やはりマーケットの場合の

最大の問題というのは、セリング・クライマックスが起こるということが一番重要なわけです

ね、逆に言えば底値が見える。どこが底値かということがわかれば、マーケットは回復するわ

けです。 

 私の１つの専門ですが、土地使用で言うならば、土地の値段がどこで底を打つかということ

に関して非常に見えない。そういう状況のもとで、だれが土地資産に関しての行動をとるかと

いうことがわからないわけですね。 

 その意味で、逆に言えば、政府の役割というのは、インフォメーションを与えたりとか、マ

ーケットを活性化するという、非常に大きな役割が実はあると思います。それをしないで、あ

たかもマーケットに丸投げするようなことをするというのは非常いまずい状況なわけです。そ

れはどうしてかというと、マーケットが実は機能していないというのは、先ほど申し上げたと

ころからも出てくることですから、マーケットが機能するように、政府がマーケットのある種

の役割を果たすということが、実は重要になってくるというふうに思います。 

 第２点は、ではその後でどういうようなＩＴ社会があらわれるかということについて、我々

はそれぞれ考えなければいけない。この１０年間のＩＴのことで言えたことというのは、ＩＴ

を使った新しいビジネスモデルは実はできなかった。マイクロソフトのビジネスモデルという

のは、ＩＴのビジネスモデルではないですね、もうそれ以前の、簡単に言えば独占のビジネス

モデルですから、そういうモデルではないところで、競争のビジネスモデルでＩＴを使ったビ

ジネスモデルというのが、実はつくれなかったというのがこの１０年間の経験なんです。そう
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すると、やはり新しいビジネスモデル、もしくはコーポレートモデルを考える必要があるので

はないかと考えます。恐らくそういうところに、日本の今までの、いわば消えてしまったヒュ

ーマンキャピタルを再び活性化する、というようなところに持っていく必要があるだろう。そ

の意味で、経済産業省がすぐにマーケット、マーケットと言うのは、ある意味では、経済産業

省も自分たちの役割を放棄しているということにもなりますので、それを含めて、つまりマー

ケットが基本であることは全くそのとおりなのですが、マーケットの機能をどうやって強化す

るかということについて、政府の役割は非常に大きいと私は思っております。 

【須田】 どうもありがとうございました。 

 それでは、時間ですので。 

 皆様のご協力のおかげで大変有意義なフォーラムになったと思っております。 

 基調講演をしていただきました室田先生、宮川先生、そして、パネリストとしてご参加いた

だきました西村先生、水野先生に厚く御礼を申し上げます。会場の皆様本日は参加いただきま

してありがとうございました。 
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